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１　提出書類の様式

　　（１）　着手前

　　（２）　施工時

　　（３）　完成時

　　（参考）　監督員からの通知



（①工事着手前の提出書類）

14

添１（１）－１

共通仕様書　共-1-1-2-3
による
下請負契約を締結した場合に提
出する

〃

〃

共通仕様書　共-1-1-2-1による
雇用関係が確認できるものとし
て共－1－1－2－1に規程する書
類のいずれかの写しを添付する

〃

下請契約締結後
10日以内
（変更については変更
後10日以内）

共通仕様書　共-1-1-2-2
による
下請負契約を締結した場合に提
出する

変更後10日以内

〃

2 1-10

下請負契約通知書11

施工体制台帳
作業員名簿 2

1-13-1
1-13-2
1-14

2 1-11

〃
契約締結後
２１日以内
（変更については変更
後１０日以内）

〃

〃
下請契約締結後
10日以内

12 誓約書 1 指定

共通仕様書　共-1-1-1-34
による
下請負契約を締結した場合に提
出する
様式は当会社HPによる

8

現場代理人　主任技術
者
監理技術者　監理技術
者補佐　　専門技術者経
歴書（当初・変更）

2 1-8
共通仕様書　共-1-1-2-1
による

10
「受注者に所属すること
を証する書面」届出書
（当初・変更）

9

「監理技術者資格者証」
「監理技術者講習修了
証」
届出書（当初・変更）

2

契約締結後
２１日以内

3 労災保険加入証明願

2 1-6
共通仕様書　共-1-1-2-1
による 〃

契約締結後
２１日以内
（変更については変更
後１０日以内）

2 1-3
共通仕様書　共-1-1-1-31
5項による 〃

2 1-4
共通仕様書　共-1-1-1-6
による 〃

様式

6

現場代理人及び
主任技術者
監理技術者
監理技術者補佐
専門技術者
通知書（当初・変更）

〃
共通仕様書　共-1-1-1-10
による 監督担当2

契約締結後
２１日以内
（工期延期は変更後１
０日以内）

4 工程表

番号 書　類　名

契約締結後
２１日以内設計担当

工事着手通知書 2 1-2

内　　　　容 提　出　先
提出
部数

1 1-5
共通仕様書　共-1-1-1-17
による 〃

提出期限

1 請負代金内訳書 1
1-1-1
1-1-2

共通仕様書　共-1-1-1-5
による

〃

7
現場代理人等
変更通知書 2 1-7

共通仕様書　共-1-1-2-1
による
現場代理人等の変更が生じた場
合に提出する

〃 変更後１０日以内

5 工事履行報告書

1-9

共通仕様書　共-1-1-2-1
による
監理技術者を配置した場合に提
出する

〃

〃

13 下請負契約変更通知書 2 1-12

共通仕様書　共-1-1-2-2
による
下請負契約を変更した場合に提
出する

〃



（①工事着手前の提出書類）

添１（１）－２

〃 承認を受ける時

27 各種事前調査資料 1 自由

監督員が必要と認めて指示した
もの及び設計図書で施工前の事
前調査事項として提出を指示し
ているもの。

〃
調査完了後
速やかに

〃

2 1-22

共通仕様書　共-1-1-1-26
2項による
発注者と受注者との間で、指示・
通知・協議・承諾・報告・提出等
を取り交わす場合に提出する

〃
打合せの
都度

25 工事使用材料一覧表 2 1-23
共通仕様書　共-1-2-1-2
による

現場施工着手
の15日前まで

23

再生資源利用計画書
再生資源利用促進計画
書 2

様式
有

共通仕様書　共-1-1-3-1
による
工事請負代金額が100万円以上
の場合に提出する
添付資料　２１を参考とする。

〃 〃

22 施工計画書
別途
指示

指定
共通仕様書　共-1-1-1-7
及び工-1-1-3-2による 〃

契約締結後
２１日以内
（変更については変更
後１０日以内）

2
1-20
1-21

共通仕様書　共-1-1-1-31
6項による
工事請負代金額2000万円（建築
工事については3000万円）以上
の場合に提出する

〃

契約締結後１か
月以内
(変更については変更

後10日以内）

契約締結後
10日以内
（土・日・祝日等を除く）

20 緊急連絡先通知書 2 1-19
共通仕様書　共-1-1-4-5
による 〃

〃

共通仕様書　共-1-1-1-8
による
工事請負代金額が500万円以上
の場合に提出する
登録機関指定様式のダウンロー
ドしたものを提出し、監督員の確
認を受ける

〃

契約締結後
10日以内
（土・日・祝日等を除く）

19

（工事実績情報サービス
（コリンズ））
登録内容確認書 1 指定

共通仕様書　共-1-1-1-8
による
コリンズ登録後、登録機関指定
様式のダウンロードしたものを提
出する

〃

提　出　先 提出期限

下請契約締結後
10日以内
（変更については変更
後10日以内）

16 施工体系図 2
1-16
1-17

共通仕様書　共-1-1-2-3
による
下請負契約を締結した場合に提
出する

〃

番号 書　類　名
提出
部数

様式 内　　　　容

1-24
共通仕様書　共-1-2-1-2
による

〃17 工事担当技術者台帳 2 1-18

1 指定

〃

24 工事打合せ簿

21

共済証紙購入枚数説明
書
建設業退職金共済組合
の掛金収納書

26 使用材料品質等証明書 2

共通仕様書　共-1-1-2-4
による
下請負契約の有無及び請負代
金額に関わらず提出する
様式には配置技術者の顔写真を
添付する

〃

共通仕様書　共-1-1-2-2
による
下請業者（一次下請以降）が再
下請負を行う場合に提出する。

監督担当

18

（工事実績情報サービス
（コリンズ））
登録のための確認のお
願い

15 再下請負通知書 2 1-15



（①工事着手前の提出書類）

30
請求書
（前払金用） 1 1-26 〃 〃

添１（１）－３

〃

土砂搬入（許可
証・車両登録依頼
書）受領書

1 8
現場発生土の処分地への土砂
搬入に必要な許可証の受領書 〃

許可証・登録依
頼書受領時

土砂搬入（許可
証・車両登録依頼
書）交付申請書

1 3
現場発生土の処分地への土砂
搬入に必要な許可証の交付申
請書

監督担当
工事着手
１４日前

設計担当

31

建設発生土等処理関係
書類一式 - -

共通仕様書　共-1-1-3-1
6項による
添付資料　１５による

- -

陸
上
輸
送
に
よ
り
夢
洲
基
地
へ
搬
入
す
る
場
合

提　出　先 提出期限

28
酸素欠乏症等危険作業
計画書 指定

共通仕様書　共-1-1-4-4
による
添付資料　１４参照
施工計画書に添付する

監督担当
監督員の
指示による。

番号 書　類　名
提出
部数

様式 内　　　　容

土砂搬入車両登
録予定一覧表 1 4

土砂搬入に使用予定の車両番
号を登録する。 〃

29 工事等前払金申請書 1 1-25 工事請負契約書第35条による



　工　事　名　称

　 　受　注　者
所　　在　　地

商号または名称

代　表　者　名 　　　　　　　　　　　㊞

添
1(1)‐

4

様式１－１－１

請　負　代　金　内　訳　書



様式1-1-2

（その１）下水道施設整備　               

   管路（取付管工事）　            1 式

      取付管及びます工　         1 式

         取付管布設工      1 式

            取付管【塩ビ管】   1 式

               取付塩ビ管布設工 内径200mm・1.4m以下 下水汚泥溶融スラグ混合改良土　  10.00 ｍ

（計）工事価格計               

請負工事価格計               

消費税相当額               1 式

（計）工事費計               

添
1
(1

) -
 5

（作成例）

内　訳　表
工 事 区 分 ・ 工 種 ・ 種 別 ・ 細 別 ・ 規 格 数  量 単位 単 価(円) 金 額(円) 備   考



様式１－２

(西暦）　  年     月     日

受　注　者
所　　在　　地

商号または名称

代　表　者　名

　　次のとおり工事を着手しましたので通知します。

記

契 約 年 月 日

工 事 名 称

工 事 場 所

工 事 期 限

監督担当

課　長

　　　　　　　　　　　　

設計担当

課　長

係　長

係　長

工 事 着 手 通 知 書

（西暦）　　　年　　　　月　　　　日

（西暦）　　　年　　　　月　　　　日

クリアウォーターOSAKA株式会社

    代表取締役   様

係　員

係　員

添1(1)‐6



労　災　保　険　加　入　証　明　願

（西暦）　　　　年　　月　　日
・労働保険特別会計歳入徴収官
  大阪労働局長
・　　　　　労働基準監督署長 様

受 注 者

所　　在　　地

商号または名称

代　表　者　名

　　　次の工事について、クリアウォーターOSAKA株式会社に労災加入済の事実を報告
　　する必要がありますので証明願います。

  　工　事　名  称　

　　　保険料算定期間 自　　　令和　　　年　　月　　　日
　　　（工　　　期）至　　　令和　　　年　　月　　　日

　　　労災保険番号 － －

　　証　　明　　欄

　　　　上記工事について、労災保険加入済であることを証明する。

　　　　　令和　　年　　月　　日

労働基準監督署長

様式１－３

クリアウォーターOSAKA株式会社への提出日　　　　　（西暦）　　年　　月　　日

添1(1)‐7



工　　　　　　　　程　　　　　　　　表

     　工　　　事　　　名　　　称

　
年月日　　　　   　　 　　工　種

　   　（西暦）　　　年　　　　月　　　　日

　　　     　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受　注　者

　（注）工種または種別ごとに契約の日より完了期日までの所要日数をグラフで表してください。　　　

様
式
１

－
４

添
1(1)‐

8

クリアウォーターOSAKA株式会社
　　　　　　　     代表取締役  　様

所 在 地

商号または

名 称

代 表 者 名



様式１－５

～

（ 月分）

（記事欄）

注１) 予定工程は完成までの月間予定として作業工種と工事進捗率を記入。

なお、工種が多い場合は施工予定位置(数量含)と工種をまとめて表現できる内容を記入。 

記載例､○階 躯体工事､△階仕上げ工事 等

注２) 実施工程は当該報告月までの工事進捗率を記入。

注３) ※には、予定工程と実施工程の差と備考にその理由を記入。

西暦　　年　　月 （　　）

西暦　　年　　月 （　　）

西暦　　年　　月 （　　）

西暦　　年　　月 （　　）

西暦　　年　　月 （　　）

西暦　　年　　月 （　　）

西暦　　年　　月 （　　）

西暦　　年　　月 （　　）

西暦　　年　　月 （　　）

備　　考

西暦　　年　　月 （　　）

西暦　　年　　月 （　　）

日　付 西暦　　年　　月　　日　提出

月　　別
予定工程　％

（　）は工程変更後
実施工程　％（※）

西暦　　年　　月 （　　）

工　事　履　行　報　告　書

工事名称

工　期

監督
補助者

補助
監督員

監督員

添1（1）-9



 

※１

第 、

1号

②建設業法第１５条第２号［ 　イ、　ロ、　ハ］※に該当する者

２号に該当する者

年 月 日

　　　 

　　　 
　　 
　　　　 

クリアウォーターOSAKA株式会社

又 は 第 ２ ７ 条 の １ ８ 第 １ 項 に よ り 資 格 者 証 の 交 付 を 受 け た も の で あ り

（西暦）

監 理 技 術 者 補 佐 は

建設業法施行令第２８条

①建設業法第７条第２号［ 　イ、　ロ、　ハ］※に該当し、
　建設業法第２７条の規定に基づく技術検定において一級の
　第一次検定に合格した者

か つ 過 去 ５ 年 以 内 に 監 理 技 術 者 講 習 を 修 了 し た も の で あ る こ と 、

注 　１　□内には、該当する項目に レを記入してください。
　２　監理技術者資格者証の交付を受けた者を選任するときは、「監理技術者資格者証」「監理技術者講習修了証」届出書に資格者証及
　　　び講習修了証のカラーコピーを貼付け提出してください。
　３　主任技術者、監理技術者補佐及び専門技術者については、受注者との雇用関係を証するものの写しを「受注者に所属することを証
　　　する書面」届出書に貼付け提出してください。

受 注 者

で あ る こ と に 相 違 あ り ま せ ん 。

お 、 上 記 主 任 技 術 者 又 は 監 理 技 術 者 は 建 設 業 法 第 ７ 条

　　イ ※２ 　　イ

２　号 第 １ ５ 条 第 ２ 号 該 当 の 資 格 を 有 す る も の 、

        
 本工事専任
 他の工事と兼任専 門 技 術 者 （職）氏 名

        監理技術者補佐 （職）氏 名  本工事専任

　　ロ 　　ロ

　　ハ 　　ハ

代表取締役　様

上 記 の と お り 現 場 代 理 人 等 を 選 任 し ま し た の で 通 知 し ま す 。

 ※１ 主 任 技 術 者 （職）氏 名
 本工事専任
 他の工事と兼任

 ※２ 監 理 技 術 者 （職）氏 名

（取引にかかる消費税及び地方消費税含む）

現 場 代 理 人 （職）氏 名  本工事常駐

 本工事専任
 他の工事と兼任

請 負 代 金 額 十億 百万 千 円

（西暦）　　年　　月　　日 （西暦）　　年　　月　　日

工 事 名 称

工 事 場 所

契約締結日

現場代理人及び

専 門 技 術 者

通知書 （当初・変更）

完 成 期 限

様式１－６

主 任 技 術 者
監 理 技 術 者
監 理 技 術 者 補 佐

所 在 地

商号または

名 称

代 表 者 名
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様式1-6（裏面）

（参考）
　○建設業法第７条第２号（主任技術者・一般建設業の営業所専任技術者となるための要件）

５年以上

ハ． 主任技術者となりうる国家資格等を取得した者

（各建設業の登録基幹技能者講習を修了した者を含む。）

○建設業法第１５条（監理技術者・特定建設業の営業所専任技術者となるための要件）

・指定建設業（土木・建設・電気・管・鋼構造物・舗装・造園の７建設業）

イ． 監理技術者となりうる国家資格等を取得した者（一級資格者）

ハ．イと同等以上の能力を有するものと認められる者（国土交通大臣特別認定者）

・指定建設業者以外

イ． 監理技術者となりうる国家資格等を取得した者（一級資格者）

ロ． 主任技術者の要件のいずれかに該当する者のうち、発注者から直接請け負い、

その請負金額の額が４５００万円以上である工事に関して２年以上指導監督的な

実務経験を有する者。

ハ．イ又はロと同等以上の能力と有するものと認められる者

○建設業法第２７条の１８第１項（監理技術者資格者証の交付）

３年以上

大学の指定学科卒業後 ３年以上

ロ． イ以外の学歴の場合 １０年以上

高等学校の指定学科卒業後

イ． 高等専門学校の指定学科卒業後
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受　注　者
所 　 在    地

商号または名称

代  表　者　名

(元) (新)

(元) (新)

(元) (新)

(元) (新)

(元) (新)

監督担当

設計担当

専 門 技 術 者

課　長

クリアウォーターOSAKA株式会社
　　　　　 代表取締役　    様

　　（西暦）　　年　 　月　　　日

工  事  名  称

係　員係　長

監 理 技 術 者

監理技術者補佐

課　長 係　長 係　員

主 任 技 術 者

様式１－7

現　場　代　理　人　等　変　更　通　知　書

変  更  理  由

　先に通知しました現場代理人等について次の理由により変更しますので、工事請負契約書第
１２条に基づき通知します。

現 場 代 理 人

添1(1)‐12



様式1-7（裏面）

（参考）
　○建設業法第７条第２号（主任技術者・一般建設業の営業所専任技術者となるための要件）

５年以上

ハ． 主任技術者となりうる国家資格等を取得した者

（各建設業の登録基幹技能者講習を修了した者を含む。）

○建設業法第１５条（監理技術者・特定建設業の営業所専任技術者となるための要件）

・指定建設業（土木・建設・電気・管・鋼構造物・舗装・造園の７建設業）

イ． 監理技術者となりうる国家資格等を取得した者（一級資格者）

ハ．イと同等以上の能力を有するものと認められる者（国土交通大臣特別認定者）

・指定建設業者以外

イ． 監理技術者となりうる国家資格等を取得した者（一級資格者）

ロ． 主任技術者の要件のいずれかに該当する者のうち、発注者から直接請け負い、

その請負金額の額が４５００万円以上である工事に関して２年以上指導監督的な

実務経験を有する者。

ハ．イ又はロと同等以上の能力と有するものと認められる者

○建設業法第２７条の１８第１項（監理技術者資格者証の交付）

３年以上

大学の指定学科卒業後 ３年以上

ロ． イ以外の学歴の場合 １０年以上

高等学校の指定学科卒業後

イ． 高等専門学校の指定学科卒業後

添1(1)‐13



専攻科目

（ ）

発　注　者
技術者
の種類

（ 西暦） 年度

（ 西暦） 年度

（ 西暦） 年度

（ 西暦） 年度

（ 西暦） 年度

（ 西暦） 年度

（ 西暦） 年度

（ 西暦） 年度

（ 西暦） 年度

（ 西暦） 年度

　　（西暦）　　　年　　　　月　　　　日

(注)

４　営業所における経営業務管理者、営業所専任の技術者は、現場代理人及び現場代理人を兼ねる

専 門 技 術 者

氏　名

３　技術者の種類には、現場代理人、主任技術者、監理技術者、監理技術者補佐、専門技術者、

自

至

備　　考工　　　　　事　　　　　名　　　　称

自

至

自

至

（西暦）　　　　　年　　　　月　　　　日　卒業

（西暦）　　　　　年　　　　月　　　　日　卒業

（西暦）　　　　　年　　　　月　　　　日生

様式１－８

  経　　歴　　書（当初・変更）

現 場 代 理 人
主 任 技 術 者
監 理 技 術 者
監 理 技 術 者 補 佐
専 門 技 術 者

　　主任技術者にはなれません。

　　監督員等を記入してください。

上記のとおり相違ありません。

１　□内には、該当する項目にレを記入してください。

２　最終学歴は、専攻科目まで記載してください。

現 場 代 理 人

ふ　 り　 が　 な

氏　　　　　名

現　 住　 所

よ る 免 許
法 令 等 に

最 終 学 歴

主 任 技 術 者
監 理 技 術 者
監理技術者補佐

工
　
　
事
　
　
経
　
　
歴

職　　　　　歴
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（西暦）　　　年　　　月　　　日

　クリアウォーターOSAKA株式会社

受　注　者　
所　　在　　地

商号または名称

代  表  者  名

　工 事 名 称 整理番号

　契約締結日 　完成期限

 　監理技術者氏名

　　　　　※

（注）　「監理技術者資格者証」「監理技術者講習修了証」の写しは、カラーコピーしたものを貼付けてください。

　　　　なお、表示内容がはっきりと読み取れる様にコピーしてください。

代表取締役　   様

　「監理技術者資格者証」貼付（表面）

ただし、平成１６年２月２９日以前に指定

「監理技術者講習修了証」について、平成
１６年３月１日以降に交付された資格者証
を所持している者のみ貼付けてください。

　「監理技術者講習修了証」貼付（表面）

　　※

講習を受講した者については、指定講習に

様式１－９

「 監理技術者資格者証 」
「監理技術者講習修了証」

届出書（当初・変更）

本工事の監理技術者を建設業法第２６条第５項により次のとおり届け出します。

（西暦）　　　 年　　 　月 　　　日 （西暦）　　　 年　　 　月 　　　日

「監理技術者資格者証」貼付（裏面）

係る修了証の写しとします。
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（西暦）　　　年　　　月　　　日

　クリアウォーターOSAKA株式会社

　　　受　注　者　所  　在  　地

商号または名称

代　表　者　名

所  　在  　地

商号または名称

代　表　者　名

　工 事 名 称 整理番号

　契約締結日 　完成期限

　　現場代理人

　　主任技術者

　　監理技術者

　　監理技術者補佐

　　専門技術者

（注）

    監理技術者資格者証に記載された所属受注者名及び交付日により雇用関係が確認できるものの写し。

４　現場代理人については直接的な雇用関係にある者とする。

　　提示。

（西暦）　　　年　　　月　　　日 （西暦）　　　年　　　月　　　日

代表取締役   　様

　主任技術者等が受注者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある者であることの証明を提出します。　

１　□内には、該当する項目にレを記入してください。

３　現場代理人、主任技術者等の同一性の把握は、運転免許証等で氏名と生年月日と住所を確認できるものを

　　者資格取得届、市区町村が作成する住民税特別徴収税額の決定・変更通知書（特別徴収義務者用),または

様式１－１０

「受注者に所属することを証する書面」届出書（当初・変更）

下 請 業 者　
専門技術者が

下請業者の場合

２　貼付書面として、健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書、健康保険・厚生年金保険被保険
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様式１－１１

  　　施工体制台帳及び施工体系図

　　　工事担当技術者台帳

監督担当

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

設計担当

係　員

添　　付　　書　　類

クリアウォーターOSAKA株式会社
　　　　　  代表取締役   　様

係　長

工　　事　　名　　称

課　長

課　長 係　員係　長

下　請　負　契　約　通　知　書

受　注　者

  （西暦）　　 年 　　月　 　日

　工事請負契約書第８条に基づき、次のとおり下請負契約が整いましたので
通知します。
　なお、下請業者は、クリアウォーターOSAKA株式会社の競争入札参加停止措
置要綱及び大阪市競争入札参加停止措置要綱に基づく入札参加停止措置期間
中ではありません。また、工事に関する調整、指導、監督については当社に
おいて一切の責任をもって行います。

記

工　　事　　場　　所

所 在 地

商号または

名 称

代 表 者 名
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  　　施工体制台帳及び施工体系図

　　　工事担当技術者台帳

監督担当

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

設計担当

様式１－１２

下　請　負　契　約　変　更　通　知　書

　 （西暦）　　 年 　　月　 　日

　先に通知しました下請負契約が次の理由により変更しますので、工事請負
契約書第８条に基づき通知します。
　なお、下請業者は、クリアウォーターOSAKA株式会社の競争入札参加停止措
置要綱及び大阪市競争入札参加停止措置要綱に基づく入札参加停止措置期間
中ではありません。また、工事に関する調整、指導、監督については当社に
おいて一切の責任をもって行います。

変　　更　　理　　由

受　注　者

記

課　長 係　員

係　長課　長 係　員

添　　付　　書　　類

係　長

工　　事　　名　　称

クリアウォーターOSAKA株式会社
　          代表取締役   　様

所 在 地

商号または

名 称

代 表 者 名
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様
式
１

－
１
３

－
１

受注者

施　　工　　体　　制　　台　　帳

添
1(1)‐
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所　在　地

商号または
名      称

代 表 者 名



様式１－１３－２

（西暦） 年 月 日

<<下請業者に関する事項>>

－ － )

自
至

自

至

１号特定技能外国人の
従事の状況（有無） 有　無

外国人建設就労者の
従事の状況（有無） 有　無

外国人技能実習生の
従事の状況（有無） 有　無

資格内容 資格内容

担　当
工事内容

担　当
工事内容

監理技術者
補　佐　名

資格内容

専　門
技術者名

専　門
技術者名

現　場
代理人名

権限及び意見
申出方法

監理技術者名
主任技術者名

専任
非専任

資格内容

発注者の
監督員名

権限及び意見
申出方法

監督員名
権限及び意見

申出方法

１号特定技能外国人の
従事の状況（有無） 有　無

外国人建設就労者の
従事の状況（有無） 有　無

外国人技能実習生の
従事の状況（有無） 有　無

資 格 内 容
元請契約 担当工事内容
下請契約

事業所
整理記号

等

区　分 営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険

雇用管理責任者名
加入　　未加入

適用除外
加入　　未加入

適用除外
加入　　未加入

適用除外 資 格 内 容 ※専門技術者名

※主任技術者名
専　任
非専任

権限及び
意見申出方法 安全衛生推進者名

健康保険
等の加入

状況

保険加入
の有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

下請契約 現場代理人名 安全衛生責任者名

元請契約

加入　　未加入
適用除外

年 月 日 健康保険
等の加入

状況 雇用保険

契　約
営業所

区分 名　　　称 住　　　所

保険加入
の有無

健康保険 厚生年金保険

事業所
整理記号等

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険

雇用保険

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

工　期
（西暦） 年 月 日

契約日 （西暦）
（西暦） 年 月 日

号（西暦）　　　年　　月　　日　発注者名
及　び
住　所

〒 工事業 知事　一般

号（西暦）　　　年　　月　　日　工事名称
及　び

工事内容
工事業 知事　一般

大臣　特定

第

工事業 知事　一般

建設業の
許　可

施工に必要な許可業種 許可番号 許可（更新）年月日

大臣　特定

第

年 月 日
大臣　特定

第 号（西暦）　　　年　　月　　日　
（西暦）

工　期
（西暦） 年 月 日

契約日 （西暦）
年 月 日

大臣　特定
第 号（西暦）　　　年　　月　　日　

工事業 知事　一般

（TEL

建設業の
許　可

許可業種 許可番号 許可（更新）年月日 工事名称
及び

工事内容

施　工　体　制　台　帳
会社名 代表者名

[ 会 社 名 ]
住　　所
電話番号

〒

[事業所名]
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様式１－１３－２

施工体制台帳（記入要領）

1

2

3

4

5

6

①

②

③

④

⑤

7

8

9

1

2

3

主任技術者の配置状況について[専任・非専任]のいづれかに○印を付すること。

専門技術者には、土木・建築一式工事を施工の場合等でその工事に含まれる専門工事を施工する
ために必要な主任技術者を記載する。(一式工事の主任技術者が専門工事の主任技術者としての資
格を有する場合は専門技術者を兼ねることができる。)複数の専門工事を施工するために複数の専
門技術者を要する場合は適宜欄を設けて全員を記載する。
主任技術者の資格内容(該当するものを選んで記入する)
(1)経験年数による場合
 1)大学卒[指定学科]  3年以上の実務経験
 2)高校卒[指定学科]  5年以上の実務経験
 3)その他           10年以上の実務経験
(2)資格等による場合
 1)建設業法「技術検定」
 2)建築士法「建築士試験」
 3)技術士法「技術士試験」
 4)電気工事士法「電気工事士試験」
 5)電気事業法「電気主任技術者国家試験等」
 6)消防法「消防設備士試験」
 7)職業能力開発促進法「技能検定」
 8)各建設業の登録基幹技能者講習修了

出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の二の表の特定技能の在
留資格を決定された者（以下「特定技能外国人」という。）が当該建設工事に従事する場合は
「有」、従事する予定がない場合は「無」に○印を付けること。
外国人建設就労者の従事の状況について

出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の五の表の上欄の在留資
格を決定された者であって、国土交通大臣が定めるもの（以下「外国人建設就労者」という。）
が建設工事に従事する場合は「有」、従事する予定がない場合は「無」に○印を付けること。
外国人技能実習生の従事の状況について

出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の二の表の技能実習の在
留資格を決定された者（以下「外国人技能実習生」という。）が当該建設工事に従事する場合は
「有」、従事する予定がない場合は「無」に○印を付けること。

※ [主任技術者、専門技術者の記入要領]

各保険の適用を受ける営業所について、届出を行っている場合には「加入」、行っていない場
合（適用を受ける営業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む）は「未
加入」に○印を付けること。元請契約又は下請契約に係る全ての営業所で各保険の適用が除外
される場合は「適用除外」に○を付けること。
元請契約欄には元請契約に係る営業所について、下請契約欄には下請契約に係る営業所につい
て記載すること。なお、元請契約に係る営業所と下請契約に係る営業所が同一の場合には、下
請契約の欄に「同上」と記載すること。

健康保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号（健康保険組合にあっては組合名）を記載
すること。一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載する
こと。

厚生年金保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号を記載すること。一括適用の承認に係
る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載すること。
雇用保険の欄には、労働保険番号を記載すること。継続事業の一括の認可に係る営業所の場合
は、本店の労働保険番号を記載すること。

１号特定技能外国人の従事の状況について

この様式は元請が作成し、一次下請業者を通じて報告される再下請負通知書（様式1-15）を添付
することにより、一次下請業者別の施工体制台帳として利用する。
上記の記載事項が発注者との請負契約書や下請負契約書に記載ある場合は、その写しを添付する
ことにより記載を省略することができる。
監理技術者又は主任技術者の配置状況について「専任・非専任」のいずれかに○印を付けるこ
と。
専門技術者には、土木・建築一式工事を施工する場合等でその工事に含まれる専門工事を施工す
るために必要な主任技術者を記載する。(監理技術者が専門技術者としての資格を有する場合は専
門技術者を兼ねることができる。)

監理技術者又は主任技術者及び専門技術者について次のものを添付すること。
①資格を証するものの写し　②自社従業員である証明書類の写し（従業員証、健康保険証）

健康保険等の加入状況の記入要領は次の通り。
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作　　業　　員　　名　　簿                   様式１－１４

工事名称 （西暦）　　　　年　　月　　日

受注者名 ○次下請名

ふりがな 生年月日（西暦）

氏　　名 年　齢

年　月　日 加入済 加入済 受講済

歳 未加入 未加入 未受講

年　月　日 加入済 加入済 受講済

歳 未加入 未加入 未受講

年　月　日 加入済 加入済 受講済

歳 未加入 未加入 未受講

年　月　日 加入済 加入済 受講済

歳 未加入 未加入 未受講

年　月　日 加入済 加入済 受講済

歳 未加入 未加入 未受講

年　月　日 加入済 加入済 受講済

歳 未加入 未加入 未受講

年　月　日 加入済 加入済 受講済

歳 未加入 未加入 未受講

年　月　日 加入済 加入済 受講済

歳 未加入 未加入 未受講

年　月　日 加入済 加入済 受講済

歳 未加入 未加入 未受講

年　月　日 加入済 加入済 受講済

歳 未加入 未加入 未受講

7

8

9

10

4

5

6

1

2

3

番号 職種
社会保険の
加入状況

中小企業退職金共
済・建設業退職金
共済の加入状況

安全衛生教育の
受講状況

保有資格（任意）
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様式１－１５

（西暦） 年 月 日

再　下　請　負　通　知　書 <<再下請負関係>>

再下請負業者及び再下請負契約関係について次にとおり報告いたします。

　【報告下請負業者】

－ － )

自

至

<<自社に関する事項>>

自

至

１号特定技能外国人の
従事の状況（有無） 有　無

外国人建設就労者の
従事の状況（有無） 有　無

外国人技能実習生の
従事の状況（有無） 有　無

※主任技術者名
専　任
非専任

資 格 内 容

資 格 内 容 担当工事内容

現場代理人名 雇用管理責任者名

権限及び
意見申出方法

※専門技術者名

外国人建設就労者の
従事の状況（有無） 有　無

外国人技能実習生の
従事の状況（有無） 有　無

権限及び
意見申出方法

安全衛生推進者名

担当工事内容

監 督 員 名 安全衛生責任者名
１号特定技能外国人の
従事の状況（有無） 有　無

事業所
整理記号等

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険 資 格 内 容

専　任
非専任 雇用管理責任者名

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

資 格 内 容 ※専門技術者名

権限及び
意見申出方法 安全衛生推進者名

健康保険
等の加入

状況

保険加入
の有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険 ※主任技術者名

知事　一般 現場代理人名 安全衛生責任者名
号（西暦）　　年　　月　　日　

工事業 知事　一般 事業所
整理記号等

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険

大臣　特定
第

工事業

厚生年金保険 雇用保険

加入　　未加入 加入　　未加入 加入　　未加入
建設業の
許　可

施工に必要な許可業種 許可番号 許可（更新）年月日

大臣　特定
第 号（西暦）　　年　　月　　日　

大臣　特定
第 号（西暦）　　　年　　月　　日　

雇用保険

健康保険
等の加入
状況

保険加入
の有無

健康保険

（西暦）　　年　　月　　日　

工事業 知事　一般

建設業の
許　可

施工に必要な許可業種 許可番号

工事業 知事　一般
第

工　期
（西暦）　　年　　月　　日　 注文者との

契　約　日
（西暦）　　年　　　月　　　日　

許可（更新）年月日
工事名称
及び

工事内容

大臣　特定
号（西暦）　　　年　　月　　日　

代表者名 工　期
（西暦）　　年　　月　　日　

契約日 （西暦）　　　年　　　月　　　日　
（西暦）　　年　　月　　日　

工事名称
及び

工事内容元請名称
会 社 名

直近上位
注文者名 住　　所

電話番号

〒

住　　所 （TEL

次
次

会社名 代表者名
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様式１－１５

再下請負通知書（記入要領）

1

2

3

1

2

3

4

5

※ [主任技術者、専門技術者の記入要領]

主任技術者の配置状況について[専任・非専任]のいづれかに○印を付すること。

専門技術者には、土木・建築一式工事を施工の場合等でその工事に含まれる専門工事を施工する
ために必要な主任技術者を記載する。(一式工事の主任技術者が専門工事の主任技術者としての資
格を有する場合は専門技術者を兼ねることができる。)複数の専門工事を施工するために複数の専
門技術者を要する場合は適宜欄を設けて全員を記載する。
主任技術者の資格内容(該当するものを選んで記入する)
(1)経験年数による場合
 1)大学卒[指定学科]  3年以上の実務経験
 2)高校卒[指定学科]  5年以上の実務経験
 3)その他           10年以上の実務経験
(2)資格等による場合
 1)建設業法「技術検定」
 2)建築士法「建築士試験」
 3)技術士法「技術士試験」
 4)電気工事士法「電気工事士試験」
 5)電気事業法「電気主任技術者国家試験等」
 6)消防法「消防設備士試験」
 7)職業能力開発促進法「技能検定」
 8)各建設業の登録基幹技能者講習修了

※ [健康保険等の加入状況の記入要領]

下請負契約に係る営業所以外の営業所で再下請負契約を行う場合には、事業所整理記号等の欄を
「下請契約」と「再下請契約」の区分に分けて、各保険の事業所整理記号等を記載すること。

※ [外国人建設就労者の従事の状況の記入要領]

出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の五の表の上欄の在留資
格を決定された者であって、国土交通大臣が定めるもの（以下「外国人建設就労者」という。）
が建設工事に従事する場合は「有」、従事する予定がない場合は「無」に○印を付けること。

※ [外国人技能実習生の従事の状況の記入要領]

出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の二の表の技能実習の在
留資格を決定された者（以下「外国人技能実習生」という。）が当該建設工事に従事する場合は
「有」、従事する予定がない場合は「無」に○印を付けること。

各保険の適用を受ける営業所について、届出を行っている場合には「加入」、行っていない場合
（適用を受ける営業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む）は「未加
入」に○印を付けること。下請負契約又は再下請負契約に係る全ての営業所で各保険の適用が除
外される場合は「適用除外」に○を付けること。
健康保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号（健康保険組合にあっては組合名）を記載す
ること。一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載するこ
と。

厚生年金保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号を記載すること。一括適用の承認に係る
営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載すること。

雇用保険の欄には、労働保険番号を記載すること。継続事業の一括の認可に係る営業所の場合
は、本店の労働保険番号を記載すること。

※ [１号特定技能外国人の従事の状況の記入要領]

出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の二の表の特定技能の在
留資格を決定された者（以下「特定技能外国人」という。）が当該建設工事に従事する場合は
「有」、従事する予定がない場合は「無」に○印を付けること。
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受注者

施　　工　　体　　系　　図

添
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所　在　地

商号または
名　　  称

代 表 者 名



（注）一次下請負人となる警備会社については、商号又は
名称、

　　　現場責任者名、工期を記入する。

工 事 内 容 工 事 内 容

工 期 （西暦）　　　年　　月　　日～（西暦）　　年　　月　　日 工 期 （西暦）　　　年　　月　　日～（西暦）　　年　　月　　日

工 事 内 容 工 事 内 容 工 事 内 容

工 事 内 容

工 事 内 容

（西暦）　　　年　　月　　日～（西暦）　　年　　月　　日工 期

工 事 内 容

工 事 内 容

元方安全衛生管理者

工
事

安 全 衛 生 責 任 者

工　事　作　業　所　災　害　防　止　協　議　会　兼　施　工　体　系　図

発 注 者 名
工　　期

自　　（西暦）　　　 年　 　　月 　　　日

工 事 名 称 至　　（西暦）　 　　年　　　 月 　　　日

元 請 名

工
事

会 社 名

工
事

監 理 技 術 者 名

主 任 技 術 者 主 任 技 術 者

会 社 名

会 社 名

工
事

会 社 名

工
事

工 事 内 容 工 事 内 容

会 社 名

主 任 技 術 者 主 任 技 術 者

監 督 員 名

安 全 衛 生 責 任 者 安 全衛 生責 任者 安 全 衛 生 責 任 者

主 任 技 術 者

監理技術者補佐名 専 門 技 術 者 専 門 技 術 者 専 門 技 術 者 専 門 技 術 者

専 門 技 術 者 担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容

担 当 工 事 内 容 工 期 （西暦）　　　年　　月　　日～（西暦）　　年　　月　　日 工 期 （西暦）　　　年　　月　　日～（西暦）　　年　　月　　日 工 期 （西暦）　　　年　　月　　日～（西暦）　　年　　月　　日 工 期 （西暦）　　　年　　月　　日～（西暦）　　年　　月　　日

専 門 技 術 者

担 当 工 事 内 容

会 社 名

工
事

工
事

会 社 名

主 任 技 術 者 主 任 技 術 者

安 全 衛 生 責 任 者安 全 衛 生 責 任 者 安 全衛 生責 任者

工
事

会 社 名

安 全 衛 生 責 任 者

添
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会　　　　　　長

専 門 技 術 者 専 門 技 術 者

主 任 技 術 者 主 任 技 術 者

書　　　　　　記

担当工事内容 担当工事内容

統括安全衛生責任者

専 門 技 術 者 専 門 技 術 者

担当工事内容 担当工事内容

工 期 （西暦）　　　年　　月　　日～（西暦）　　年　　月　　日 工 期 （西暦）　　　年　　月　　日～（西暦）　　年　　月　　日 工 期 （西暦）　　　年　　月　　日～（西暦）　　年　　月　　日 工 期 （西暦）　　　年　　月　　日～（西暦）　　年　　月　　日

副　　会　　長

工
事

会 社 名

工
事

会 社 名

安 全衛 生責 任者 安 全 衛 生 責 任 者 安 全 衛 生 責 任 者

工 事 内 容工 事 内 容

主 任 技 術 者

工
事

会 社 名

安 全 衛 生 責 任 者

専 門 技 術 者 専 門 技 術 者

主 任 技 術 者 主 任 技 術 者 主 任 技 術 者

専 門 技 術 者 専 門 技 術 者
工
事

会 社 名

工 事 内 容

担当工事内容

工 期 （西暦）　　　年　　月　　日～（西暦）　　年　　月　　日 工 期 （西暦）　　　年　　月　　日～（西暦）　　年　　月　　日

担当工事内容担当工事内容 担当工事内容

工
事

会 社 名

工
事

会 社 名

安 全 衛 生 責 任 者 安 全衛 生責 任者

担当工事内容

安 全 衛 生 責 任 者 安 全 衛 生 責 任 者

工 事 内 容工 事 内 容

主 任 技 術 者 主 任 技 術 者 主 任 技 術 者

工
事

会 社 名

専 門 技 術 者 専 門 技 術 者 専 門 技 術 者

（西暦）　　　年　　月　　日～（西暦）　　年　　月　　日

担当工事内容
工
事

会 社 名

主 任 技 術 者

専 門 技 術 者

様
式

１
－

1７

工 期 （西暦）　　　年　　月　　日～（西暦）　　年　　月　　日 工 期 （西暦）　　　年　　月　　日～（西暦）　　年　　月　　日 工 期

担当工事内容 担当工事内容



　【写真添付欄】

　　縦　3.00ｃｍ 　【写真添付欄】 　【写真添付欄】 　【写真添付欄】 　【写真添付欄】
　　横　2.50ｃｍ

　　縦　3.00ｃｍ 　　縦　3.00ｃｍ 　　縦　3.00ｃｍ 　　縦　3.00ｃｍ
　　横　2.50ｃｍ 　　横　2.50ｃｍ 　　横　2.50ｃｍ 　　横　2.50ｃｍ

　【写真添付欄】
　【写真添付欄】 　【写真添付欄】 　【写真添付欄】 　【写真添付欄】

　　縦　3.00ｃｍ
　　横　2.50ｃｍ 　　縦　3.00ｃｍ 　　縦　3.00ｃｍ 　　縦　3.00ｃｍ 　　縦　3.00ｃｍ

　　横　2.50ｃｍ 　　横　2.50ｃｍ 　　横　2.50ｃｍ 　　横　2.50ｃｍ

　【写真添付欄】
　【写真添付欄】 　【写真添付欄】 　【写真添付欄】 　【写真添付欄】

　　縦　3.00ｃｍ
　　横　2.50ｃｍ 　　縦　3.00ｃｍ 　　縦　3.00ｃｍ 　　縦　3.00ｃｍ 　　縦　3.00ｃｍ

　　横　2.50ｃｍ 　　横　2.50ｃｍ 　　横　2.50ｃｍ 　　横　2.50ｃｍ

　【写真添付欄】 　【写真添付欄】 　【写真添付欄】 　【写真添付欄】

　　縦　3.00ｃｍ 　　縦　3.00ｃｍ 　　縦　3.00ｃｍ 　　縦　3.00ｃｍ
　　横　2.50ｃｍ 　　横　2.50ｃｍ 　　横　2.50ｃｍ 　　横　2.50ｃｍ

　

元請会社者

現場代理人

資格内容

元請会社者

監理技術者名・主任技術者名

資格内容

専任・　　非専任

会 社 名

様
式
１
－
1
８

専任・　　非専任

担当工事内容 担当工事内容

主任技術者

担当工事内容

主任技術者

主任技術者

会 社 名

専任・　　非専任

専任・　　非専任

会 社 名

会 社 名

主任技術者

担当工事内容

会 社 名

主任技術者

担当工事内容

専任・　　非専任

会 社 名

主任技術者

担当工事内容

会 社 名 会 社 名

専任・　　非専任 専任・　　非専任

会 社 名 会 社 名 会 社 名

専任・　　非専任

会 社 名

専任・　　非専任

主任技術者

担当工事内容担当工事内容

担当工事内容 担当工事内容

主任技術者 主任技術者

主任技術者

専任・　　非専任専任・　　非専任 専任・　　非専任

担当工事内容

主任技術者 主任技術者

担当工事内容

専任・　　非専任

専任・　　非専任

会 社 名 会 社 名会 社 名 会 社 名

主任技術者主任技術者 主任技術者

担当工事内容 担当工事内容

主任技術者

専任・　　非専任 専任・　　非専任 専任・　　非専任

担当工事内容 担当工事内容

元請会社者

監理技術者補佐名

資格内容

添
1(1)‐

27

工 事 担 当 技 術 者 台 帳工事名称

専任・　　非専任



様式1－１９

緊　急　連　絡　先　通　知　書

     （西暦）　 　年　 　月　 　日

　　　　　　　　　　　　　　様

所　在　地

受 注 者 商号または

名　　　称

代 表 者 名

1 工 事 名 称

2 工 事 場 所

3 工 期  （西暦） 　　年　  月 　 　日   ～   （西暦） 　　年  　月  　　日

4 現場代理人

5 連 絡 先 　（会 　　　 　社)

　（現 場 事 務 所)

　（現 場 代 理 人）携 帯 電 話　　

6 緊急連絡先

　　　　　１）　昼　間 （平日）

氏　　　　　　名 職　　　　名 Ｔ　　　Ｅ　　　Ｌ 備　　　考

　　　　　２）  夜  間 （平日）及 び 日 曜 ・ 祝 日 等

氏　　　　　　名 職　　　　名 Ｔ　　　Ｅ　　　Ｌ 備　　　考

※  整 理 番 号  　監 督 員

※ 監 督 員 に て 記 入

添1(1)‐28



　　　　　その他事後購入時）　

工 事 名 称

受 注 者

契 約 日 期 限

整 理 番 号 契 約 変 更 日

請 負 金 額 締結時 円　　　　変更後 円

（税込） (内、今回変更分 円）

証 紙 購 入 枚 数 枚

枚　　 枚　　　計

　（変更時：これまでの購入総計　　　　　　　　　　　　枚）

購 入 枚 数

の 根 拠

　契約締結後１か月

　以内に収納書を提

　出できない場合

共 済 証 紙 を

購 入 し な い 理 由

　※・掛金収納書を提出する際に併せて提出してください。　

　　 ・契約締結後１か月以内に掛金収納書を提出できない事情があるときは、その理由等を

　　　 記入の上、提出してください。

　　  ・証紙を購入しない場合もその理由を記入の上、提出してください。

（　　契約締結時・　　契約変更時・

様式1－２０

　　　①自社退職金制度等他の退職金制度対象労働者のみ使用するため

　　

　　　③その他

　・その理由

　　

　・証紙購入予定時期　　　　（西暦）　　　　　年　　　月頃

　　　①建退共制度対象労働者の延べ就労予定日数による

　　　②当初購入した共済証紙で対応できると判断したため（契約変更時）

　　　③その他

　　　　　枚

　　　②勤労者退職金共済機構が示す証紙購入の考え方を参考

　　　　・労働者の建退共制度加入率　　　　　　 　　　％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（西暦 　　　　年　 　 月　 　日提出）

　       　　　第　　　　　　　　 号 （西暦）　　　　年　　　月　　　日

（西暦）　　　年　　　月　　　日 （西暦）　　　　年　　　月　　　日

共済証紙購入枚数説明書  

１日券

１０日券 １日券換算

添1(1)‐29



西暦 年 月 日

様

　下記のとおり証紙を購入したので当該掛金収納書を添付して報告します。

共済証紙購入金額 ￥

掛金収納書を貼る（契約者から発注者用）

(注) 添付する掛け金収納書は中小企業主に雇われる場合は赤色、
大手事業主に雇われる場合は青色

代表取締役

クリアウォーターOSAKA株式会社

契約年月日 請負代金額

名　　　称

代 表 者 名

建設業退職金共済組合証紙購入報告

工事名称 工　　期

     様式１－２１

建設業退職金共済制度の掛金収納書

（受注者） 所　在　地

商号または

添1（1）-30



様式１－２２

発注者 受注者 (西暦） 年 月 日

指示 協議 通知 報告 提出

その他 （ ）

添付図 葉、その他添付図書

　上記について 指示 承諾 協議 提出 受理 します。

その他

（西暦）　　年　　月　　日

　上記について 承諾 協議 提出 報告 受理 します。

その他

（西暦）　　年　　月　　日

（内容）

　
発
注
者

　
受
注
者

処
理

・

回
答

工 事 打 合 せ 簿

発議者

工事名称

発議年月日

発議事項

監督
補助者

補助
監督員

監督員

添1（1）-31



様式１－２３

工 事 使 用 材 料 一 覧 表

　　(西暦）　　年　　月　　日

番号 製造者名･産地名 品質規格 設計数量 適用工種 備考

(注)工事使用材料一覧表提出に際し、各種材料の品質規格証明書、品質試験成績書、
　  検査成績書等の品質を判定できる資料を添付すること。

　受　　注　　者

　工　事　名　称

使用材料名

添1(1)‐32
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                                                                                 様式１－24 

 

                                                              （西暦）  年  月  日 

 

 

クリアウォーターOSAKA 株式会社  

代表取締役   様 

                           

                        受注者 
所 在 地 

 商号または 

 名 称 

 代 表 者 名  

 

                                           

 

使 用 材 料 品 質 等 証 明 書 
 

 

工事に使用する材料の品質証明書等について、次のとおり提出します。 

 

 

                                            記 

 

 

１．工事名称    ： 

 

２．材料名      ： 

 

３．製造会社名  ： 

 

４．品質証明書  ：（別紙のとおり） 

 

５．その他      ： 

 



クリアウォーターOSAKA株式会社　代表取締役　様

記

（西暦） 年 月 日

（西暦） 年 月 日

（西暦） 年 月 日

課長 主幹 係長 係員

工 事 等 前 払 金 申 請 書
（西暦）　　　年　　　月　　　日

住 所 又 は

事 務 所 所 在 地

商 号 又 は 名 称

氏名又は代表者氏名

次 の 工 事 等 請 負 契 約 に つ い て 下 記 に よ り 前 払 金 を お 支 払 い 下 さ る よ う 別 紙の
建 設 業 保 証 株 式 会 社 発 行 の 保 証 証 書 を 添 え て 申 請 致 し ま す 。

工 事 等 名 称

契 約 日

出来高予定額

着 工 期 日

完 成 期 限

※　振込手数料分は、申請者（受注者）の負担となりますのでご承知おきください。

上 欄 の 前 払 申 請 を 承 認 す る も の と す る 。 （西暦）　　　年　　　月　　　日

様式１－２５

請 負 金 額

前 払 金 額
請 負 金 額

　　の  　　　　%（万円未満切捨て）

添1（1）－34



クリアウォーターOSAKA 株式会社　様

受注者

㊞

T

円

※金額の前に「金」又は「￥」を付けてください。

　　　 　　　　　

なお、上記金額は次の銀行口座へお振込みください。

〈 銀行名・支店名 〉 銀行 支店

〈 預金種目 〉 　　当座 　　普通 ）

〈 口座番号 〉

〈 口座名義 〉

〈 フリガナ 〉

　　　年　　　月　　　日

請　　求　　書
（前払金用）

ただし

請 求 金 額　

適格請求書発行

事業者登録番号

下記のとおり請求します。

前払金専用口座

所　在　地

商号または名称

氏　　名

　　その他（

様式１－２６

記

前払金
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（②工事施工時の提出書類）

共通仕様書 共-1-1-1-12による
設計変更実施を必要とする
設計変更事項が生じた場合
協議資料を添付し提出する

共通仕様書 共-1-1-1-12による
設計変更協議時に履歴を作成し
設計変更協議書に添付する

共通仕様書 共-1-1-1-12による
監督担当から
設計変更実施指示書で指示の
あった内容の承諾を行う

〃

〃

〃

設計変更の必要
が判明次第速や
かに

作成後速やかに

承諾後速やかに

10

設計変更協議書

設計変更履歴一覧表

設計変更承諾書

1

1

1

2-7-1

1-7-2

2-7-3

5

番号 書　類　名
提出
部数

様式

6

7

8

9

各種施工報告書 自由

1

1

1

1

1

1

1

監督
指示

支給品受領書

支給品返還書

事故報告書

支給品要求書

工事材料伝票

提出期限

1

2

3

4

内　　　　容 提　出　先

〃

〃

監督担当
監督員の指示に
よる。

管理試験実施後
速やかに

出来形測定後
速やかに

〃〃

工事日報

各種施工管理試験
報告書

出来形測定報告書

舗装工事出来形測定
報告書

2-1-1
2-1-2

指定

2-2

2-3

1

2-5

2-6

指定

必要により監督員に使用様式の
確認を請求する

大阪市工事請負共通仕様書（道
路・河川土木工事）参考資料「土
木工事施工管理基準」に定める
施工管理資料参照

大阪市工事請負共通仕様書（道
路・河川土木工事）参考資料「土
木工事施工管理基準」に定める
出来形管理報告書参照

　　　　　　　　　〃
（下水道工事に準用できる）

大阪市工事請負共通仕様書（道
路・河川土木工事）及び設計図
書の定めで施工に伴う各種報告
書について提出を指定している
もの

共通仕様書　共-1-1-1-14
による

〃

〃

共通仕様書 共-1-1-1-20により
措置をした後、監督員の指示
により資料を作成し提出する
添付資料28による

2-4-1

2-4-2

施工完了後
速やかに

支給日から
７日以内

返還時

事故発生後
速やかに

〃

〃

〃

〃

使用予定日の
１４日前まで

監督員の指示に
よる。

〃

〃
延期の必要が生
じた場合ただち
に

添１（２）－１

11 工期変更協議書 1 2-8

共通仕様書 共-1-1-1-13による
工事の実施にあたり
やむを得ない事情により、工期
内に工事を完成することが
できなくなった場合

12

（工事実績情報サービス
（コリンズ））
登録のための確認の
お願い

1 指定

共通仕様書 共-1-1-1-8による
工事請負代金額が
500万円以上の工事について
提出する必要があり
変更・訂正時に登録機関指定
様式のダウンロードしたものを
提出し監督員の確認を受ける

〃

変更・訂正時に
各事実発生日
から１０日以内
(土・日・祝日等を除く)



（②工事施工時の提出書類）

22
部分払（第　回中間）
検査願 2 2-17

工事請負契約書第39条、共通
仕様書　共-1-1-5-6による 〃

希望日の14日以
内

23 中間金出来高図面 2 指定

共通仕様書
共-1-1-5-6による
出来高部分の図面（工事出来高
図）と出来高数量計算書を添付
する

〃
中間出来高
基準日

履行遅延届兼
工事続行願 2-10-2

16 休日・夜間施工届出書

13
（工事実績情報サービス
（コリンズ））
登録内容確認書

1 指定
登録の都度、登録機関指定様
式のダウンロードしたものを提出
する

監督担当

変更・訂正時に
各事実発生日
から１０日以内
(土・日・祝日等を除く)

〃 翌月の５日まで2-9
共通仕様書　共-1-1-4-3
による14 安全訓練実施報告書 1

番号 書　類　名
提出
部数

様式 内　　　　容 提　出　先 提出期限

1 2-11

共通仕様書　共-1-1-3-6
による
休日及び夜間に施工する場合、
作成し提出する

〃
休日・夜間施工
前５日まで

19 現場確認検査願 2 2-14
共通仕様書　共-1-1-5-7
による 〃

希望日の１４日
前

休暇前５日まで〃

共通仕様書　共-1-1-3-6
による
夏季休暇、年末年始等の休暇
期間中の緊急連絡先を報告

2-131
休暇中の現場管
理報告書18

休日・夜間施工
後速やかに〃〃2-121

休日・夜間施工実施
報告書17

〃

21
交通誘導警備検定合格
証（写し）の貼付様式 1 2-16

共通仕様書　共1-1-4-7
による
施工計画書に添付する

〃
現場施工着手の
15日前まで

20 中間出来高検査願 2 2-15
共通仕様書
共-1-1-5-8による

添１（２）－２

〃 〃24 中間金請求内訳書 2
2-18-1
2-18-2

共通仕様書
共-1-1-5-9による

25 現場発生品調書 1 2-19
共通仕様書
共-1-1-1-15による 〃 その都度

1
2-20-2

共通仕様書
共-1-1-3-1による 〃 翌月初め

2-20-1建設系廃棄物搬入集計表
(電子マニフェスト版）

26
建設系廃棄物搬入集計表

15
誓約書

最終遅延報告書

2
2-10-3

2-10-4

受注者の責に帰する理由により
履行遅延が生じた場合 〃

履行遅延が
生じる場合
ただちに

工事履行遅延報告書 2-10-1



（②工事施工時の提出書類）

〃 発生後速やかに

〃

9

工事着手前に受領した搬入許可
証の使用月日等を記録した管理
報告書（許可番号毎に作成）を
毎月、翌月初めに提出する

27 工事履行報告書 1 1-5
共通仕様書　共-1-1-1-17及び
工事請負契約書第12条による 〃 毎月の15日まで

〃 変更時速やかに

監督担当 翌月初め

- -

番号 書　類　名
提出
部数

様式 内　　　　容 提　出　先 提出期限

1

28

紛失届

1 11
建設発生土を搬入した場合に毎
月、翌月初めに提出する 〃

添１（２）－３

土砂搬入許可証
管理報告書

建設発生土搬入
集計表

土砂搬入変更申
請書
(変更　回）

建設発生土等
処理関係書類一式 - -

共通仕様書　共-1-1-3-1
6項による
添付資料　１５による

1 13
工事着手前に受領した許可証等
を事故等により紛失した場合に
提出する

陸
上
輸
送
に
よ
り
夢
洲
基
地
へ
搬
入
す
る
場
合

1 12
設計変更等で建設発生土が増
えたことにより搬入量の変更を
必要とする場合に提出する



                                                                                                                       様式２－１－１  

 

                                                工     事     日     報 

 

  （西暦）   年   
 

 

 

 

            工事名称                                                 

 

 

 

            工事場所                                                 

 

 

 

       工事期間       （西暦）  年  月  日 ～ （西暦）  年  月  日        

 

 

 

                                                                                  受注者                     

 

                                                                                  現場代理人                        

 

 

添
1
(
2
)
‐
4 



                                                 工  事  日  報                                      

                                                             

 工事名称                           （西暦）  年  月  日（  曜日）天候        
                       
                  

 工事場所      区      町    丁目 番 号      現場代理人                                        Ｐ     

種 別 工 事 内 容  単位  数 量 特 記 事 項 

 （以下記入例） 

取付管布設工 

   舗装復旧工 

  

 

 

  管径・管種 

  舗装種別 

 

  

   

 

 

  ｍ 

  ｍ
３

 

   

   

   

 

 
 １．第三者との交渉等 

 

 

 

 ２．立 会 

 

 

 

 ３．その他 

 

 

  

 

 

 

 

 

   

 

  

  

 

 

  

 

  

 

 

   

 

 

  

 

  
 

   

   

 

 

   

   

 

       

   

   

 

 

施 工 概 略 図 

 

 

様式２－１－２ 

添
1(2)

‐
5 



出来形測定報告書

　　（　　）規格値
　　　単位 　ｍｍ

測 定 測 立
会

月 日 点 設計 出来形 誤差 設計 出来形 誤差 設計 出来形 誤差 設計 出来形 誤差 欄

１  基準高については、設計図において表示されているものについてのみ記入すること。
２　立会欄については、監督員が検測に立会したものについてサインすること。

注）

／

／

／

／

／

／

／

路 線 名

工 種

測 定 者

／

／

／

様式2－2

     （        　）     （        　）     （        　）     （        　）

／

工 事 名 称

受 注 者

図

面

（

説

明

図

等

）

添1(2)‐6



舗装工事
出来形測定報告書

   単位　 ｍｍ

設計

厚さ 測定 厚さ 誤差 測定 厚さ 誤差 測定 厚さ 誤差

／ 表　　層 （　　　　　）

／ 基　　層 （　　　　　）

／ 上層路盤 （　　　　　）

／ 下層路盤 （　　　　　）

／ 路　　床 （　　　　　）

／ 表　　層 （　　　　　）

／ 基　　層 （　　　　　）

／ 上層路盤 （　　　　　）

／ 下層路盤 （　　　　　）

／ 路　　床 （　　　　　）

／ 表　　層 （　　　　　）

／ 基　　層 （　　　　　）

／ 上層路盤 （　　　　　）

／ 下層路盤 （　　　　　）

／ 路　　床 （　　　　　）

／ 表　　層 （　　　　　）

／ 基　　層 （　　　　　）

／ 上層路盤 （　　　　　）

／ 下層路盤 （　　　　　）

／ 路　　床 （　　　　　）

注） １　基準高については、設計図において表示されているものについてのみ記入すること。
２　立会欄については、監督員が検測に立会したものについてサインすること。
３　測定は、計画面から出来形面までの数値を記入のこと。

工 種

工 事 名 称

受 注 者 測 定 者

様式2－3

測定位置　（　　　　） 測定位置　（　　　　） 測定位置　（　　　　）

図
　
面
　
（

説
　
明
　
図
　
等
）

月/日 工　種 規格値

路 線 名

測 点
立
会

添1(2)‐7



様

現場代理人

　 　 　 下記のと おり 支給品を要求します。

数　 　 　 　 　 　 　 　 量

前回まで 今　 回 累　 計

記

品　 目 規　 格 単　 位 備　 考

工事名称 契約年月日

  様式２－４－１

支　 　 給　 　 品　 　 要　 　 求　 　 書

（ 西暦） 　 　 　 年　 　 　 月　 　 　 日

受　注　者

担当者係 長

監督員

添1（2）-8



様式2-4-2

以上のとおり請求します。 以上のとおり請求します。

監督員

整理番号

備考

受注者

完了

（西暦） 年 日

現場代理人 発送

号

添
1(2)‐

9

　　

　　

１号

〃 基礎ブロック

係　　長 係　　員課長代理課　　長

上部ブロック

〃

Ｂ型

ロ

Ａ型

〃

〃

マンホール蓋架台ブロック

モルタル蓋

縁石〃

イ

〃

マンホール蓋調整ブロック

上部ブロック

新型Ⅱ型ブロック

縁石

マンホール蓋架台ブロック

〃

１号

２号

２号

側壁ブロック〃

２号

〃 側壁ブロック

〃 基礎ブロック
１号

取付管２００ｍｍ用

集水ます用 基礎ブロック
１号

取付管１５０ｍｍ用

　　

　

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　

　　

〃

Ⅲ型

Ⅳ型

〃

マンホール蓋 Ｔ－２５

〃 Ｔ－１４

直営

請負

出庫場所 工事名

品　名　等

集水ます鉄蓋 Ⅱ型

数量 数量品　名　等

3

内　訳 内　訳

1 2 3

伝票番号（西暦）　　　年　　　月　　　日

管路管理センター
工事材料伝票 （西暦）  　　　 年

中間ます鉄蓋

1 2

ブ
ロ
ッ
ク
類

鉄
蓋
類



様

現場代理人

　 　 　 下記のと おり 支給品を受領しました。

数　 　 　 　 　 　 　 　 量

前回まで 今　 回 累　 計

記

品　 目 規　 格 単　 位 備　 考

工事名称 契約年月日

  様式２－５

支　 　 給　 　 品　 　 受　 　 領　 　 書

（ 西暦） 　 　 　 年　 　 　 月　 　 　 日

受　注　者

担当者係 長

監督員

添1（2）-10



様

現場代理人

　 　 　 下記のと おり 支給品を返還します。

　　　様式２－６

支　 　 給　 　 品　 　 返　 　 還　 　 書

（ 西暦） 　 　 　 年　 　 　 月　 　 　 日

受　注　者

記

工事名称 契約年月日

品　 目 規　 格 単　 位 数　 量 備　 考

添1（2）-11



添 1(2)-12 

様式 2-7-1 

（西暦）  年  月  日 

クリアウォーターOSAKA株式会社 

代表取締役  様 

               （受注者） 

所 在 地  

商号または名称 

                        代表者名               

 

設 計 変 更 協 議 書 
 

本工事の実施にあたり、設計図書にもとづく実施ができないため、設計図書の変更について、

次のとおり協議します。 

記 

 

整理番号 第   号 工事名称  

完成期限 （西暦）  年  月  日  受注者  

設計変更協議理由ならびに内容 添付図書番号 

  



添 1(2)-13 
 

 

様式 2-7-2 

設 計 変 更 履 歴 一 覧 表 
工事名称： 

受 注 者： 
 

番 号 各  提  出  ・  通  知  等 主  な  変  更  内  容 

１ 

変 更 協 議 日        

変 更 指 示 日  

変 更 承 諾 日  

２ 

変 更 協 議 日   

変 更 指 示 日  

変 更 承 諾 日  

３ 

変 更 協 議 日   

変 更 指 示 日  

変 更 承 諾 日  

４ 

変 更 協 議 日   

変 更 指 示 日  

変 更 承 諾 日  

５ 

変 更 協 議 日   

変 更 指 示 日  

変 更 承 諾 日  

６ 

変 更 協 議 日   

変 更 指 示 日  

変 更 承 諾 日  

７ 

変 更 協 議 日   

変 更 指 示 日  

変 更 承 諾 日  

８ 

変 更 協 議 日   

変 更 指 示 日  

変 更 承 諾 日  

９ 

変 更 協 議 日   

変 更 指 示 日  

変 更 承 諾 日  

１０ 

変 更 協 議 日   

変 更 指 示 日  

変 更 承 諾 日  
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                                  様式 2-7-3 

年 月 日

(受　注　者)

　　　　　　　　　　　　代表取締役  　　　様

整理番号

完成期限 年 月 日

クリアウォーターOSAKA株式会社      

　　　本工事について、次のとおり設計変更を承諾します。

設　　計　　変　　更　　承　　諾　　書

（西暦）

工事名称

所 在 地

（西暦） 受注者

設計変更理由ならびに内容 添付図書番号

商号または
名 称

代 表 者 名

第               号

 



様式2-8

工　　期　　変　　更　　協　　議　　書

　（西暦）　　年 　　月 　　日

クリアウォーターOSAKA株式会社　

(受 注 者)

　　　次の理由により、工期内に工事を完成することができなくなりましたので工期

　　を変更していただくよう協議します。

記

1 工 事 名 称

2 整 理 番 号

3 現 工 期 （西暦）　　　　年　　　　月　　　　日

4 変更希望工期 （西暦）　　　　年　　　　月　　　　日

5 理 由

6 添 付 書 類 ・変更日数算出資料
・変更工程表
・その他必要資料

 代 表 者 名

 所　在　地
 商号または
 名　　　称

　　　　　　代表取締役  　　様

添1(2)‐15



様式2-9

安　全　訓　練　実　施　報　告　書　（第　　回）

工 事 名 称 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

工 事 場 所 受　注　者

工 期 現場代理人

【テーマ】

実施年月日 （西暦）   年    月    日（　　）  時  　間   ～　

実 施 場 所

参 加 者

内　　　　　　　容 質　　　　　　  疑

状　　況　　写　　真 備　　　　　考

     3  参加者全員の署名を行い提出すること。本用紙に記載できない場合は別紙可とする。

（西暦）　 年　 月　 日 ～ （西暦）　 年　 月 　日

（西暦）　　 年　　 月　　 日　　提出

注）１　参加者は、氏名及び会社名を記入すること。
     2  A4サイズで提出してください。また、用いた資料（写し）を提出してください。

  会社事務所 　 　現場事務所  　　工事現場内 　 　その他（　 　　　　　　）

添1(2)‐16



添 1(2)‐17 

（西暦）  年 月 日  

 

 

 

監督担当（所属長） 様           （受注者） 

                        所在地 

                        商号または名称  

                        代表者名 

       

工 事 履 行 遅 延 報 告 書 

 

 

 下記の請負工事において、契約工期内完成が困難となりますので、次のとおり報告

いたします。 

 

記 

 

１．工事名    

 

２．工 期  （西暦）  年  月  日～（西暦）  年  月  日 

 

３．整理番号     第     号 

 

４．契約金額  ¥      （当初契約金額） 

        

５．受注者   

 

６．遅延期間 

     誓約書において工事完成日を明記して提出します。 

 

７．添付書類 

   工程表 

   誓約書 

   遅延理由書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式２－１０－１ 
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履行遅延届 兼 工事続行願 

 

（西暦）  年 月 日 

クリアウォーターOSAKA 株式会社                

         代表取締役   様     （受注者） 

所在地 

商号または名称  

代表者名 

 

（西暦） 年 月 日付で請負契約を締結した次の工事につきましては、鋭意工事の進捗に努め

てまいりましたが、次の理由により、工事完成が遅延することになりますのでお届けいたします。 

 引き続き別紙工程表のとおり、当該工事を完成まで続行してまいりますので、承認いただきま

すようお願いいたします。今後、このようなことのないよう充分注意いたします。 

 

記 

 

工 事 名 称 

 

工 事 場 所 

 

整 理 番 号 

 

契 約 金 額 

 

工     期   自 （西暦）  年  月  日  至 （西暦）  年  月  日 

 

遅延後の期限   （西暦）  年  月  日  

 

遅 延 理 由   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式２－１０－２ 
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誓  約  書 

（西暦）  年  月  日 

クリアウォーターOSAKA 株式会社   

      代表取締役    様     （受注者） 

所在地 

商号または名称  

代表者名 

 

工事名称 

 

工事場所 

 

整理番号 

 

契約金額 

 

工  期 

 

遅延後の工期 

 

上記工事を続行するに際し、（西暦）  年 月 日に締結した      工事にかかる契

約書及びその他関係法令の条項を遵守するとともに、次の事項を遵守することを誓約します。 

 

１．工事請負契約書第 5 条（契約の保証）に規定する契約の保証をすること。 

２．工事請負契約書第 37 条（前払金）、第 38 条（保証契約の変更）、第 39 条（保証契約の解

除）に規定する前払金に関する事項を遵守すること。 

３．工事請負契約書第 45 条（履行遅滞の場合における損害金等）に規定する損害金を支払う

こと。 

４．当該工事において、再び履行の遅延を申し出たとき、または明らかに履行遅延が見込まれ

るときは、直ちに工事続行不能届を提出すること。 

５．工事請負契約書第 56 条（火災保険等）の保証も工期延期手続きの場合に準じて行うこと。 

６．今回の遅延に伴い発生する関連工事業者や委託監理事務所の経費などは、工事請負契約書

第 45 条とは別途の損害金として支払うこと。（建築工事のみ記載） 

７．弊社はもとより、下請人をも指導して、「建設工事の適正な施工の確保について」ならびに

建設業法等関係法令を遵守すること。 

 

様式２－１０－３ 
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検査員等所見 

 

  

最 終 遅 延 報 告 書 

（西暦）    年    月    日 

   クリアウォーターOSAKA 株式会社 

代表取締役   様 

(受注者） 
住 所 又 は 
事 務 所 所 在 地 
商 号 又 は 名 称  
氏 名 又 は 代 表 者 氏 名 

       次の契約について、鋭意努力いたしましたが、次の理由により遅延いたし、 
      大変ご迷惑をおかけして申訳ありません。今後このようなことのないよう充分 
      注意いたしますから何卒よろしくお取り計らいくださいますようお願い申しあ 
      げます。 

記 

工 事 名 称： 

整 理 番 号：            第       号 

契  約  金  額： 

工 事 期 限： 

  工 事 完 成 日 ： 

工 事 場 所： 

遅 延 日 数： 

   

上記工事の遅延について検討の結果、次のとおり取扱うものとする。 

未済金額 

   日間 

   （職・氏名） 承認日数    日間 

   日間 

  

  

  

  

  

            

  

  

遅延 

相手方の 
責任日数 

決 

定 

決 
裁 

課長 係長 係員 部長 

検 

査 

員 

等 

所 

見 

様式２-１０-４ 



様式2-11

（西暦）平成　　年　　月　　日

様

受　注  者

現場代理人

記

1 工 事 名 称

2 作 業 日 　　（西暦）　　　年　　　月　　　日　（　　）

3 施 工 時 間 : ～ :

4 作 業 場 所 区

5 作 業 内 容

6 作 業 理 由

7 作業責任者

  次の工事について、休日・夜間作業を行いたく、休日・夜間施工届を提出します。

休日・夜間施工届出書

担当者係長

監督員

添1(2)‐21



様式2-12

様

1 工 事 名 称

2 工 事 場 所

3 施 工 日

4 施 工 時 間

・
・
・
・
・
・

連絡事項 ・
・
・

（注）

（西暦）　　　年　　　月　　　日

休日・夜間施工実施報告書

受  注   者

現場代理人

： ～

　　（西暦）　　　　年　　　　月　　　　日（　　　曜日） 天候：

：

2. 代表的な施工状況写真や出来形検測写真（施工場所での出来
　形管理を実施した場合）も併せて送信すること。なお、監督員が
　立会を行った場合は省略することができる。

・
・
・

・
・

作業実施しました

作業中止しました

作業内容

１．作業完了後、ファックスまたはＥメールで報告書を送信すること
　（送信方法については監督の承諾を得ること）。

担当者係長

監督員

添1(2)‐22



様

①現場作業状況（休業）
／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／

※凡例

②連絡先 （会　　　　　社）

（現場事務所）

③緊急連絡要員 （氏名の下段に携帯及び自宅番号を記入してください）
／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／

※凡例

④現場巡視 （　A：工事関係者　Ｂ：交通誘導員）
／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／

※凡例 △：巡回（１日　回）　 ×：巡視なし

⑤休暇中の現場保安状況
※具体的に記入願います（特に復旧状況、占用状況（別紙添付有）、その他必要事項）

休暇中の現場管理報告書

様式2-13

◎：連絡責任者 ○：現場常駐 △：自宅待機

○：常駐

氏 名

○：作業日 ×：休業日

工 事 名 称

上記工事について、休暇期間中の現場保安管理を次のとおり行いますので報告いたします。

（西暦）　　　年　　　月　　　日

受 注 者

現 場 代 理 人

添1(2)‐23
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現場確認検査願 

（西暦）  年  月  日 

 

クリアウォーターOSAKA株式会社  

       代表取締役   様 

 

受注者 

 

        

 

 

次のとおり現場確認検査をお願いします。 

 

記 

整   理    番   号   第     号 

契 約 年 月 日   （西暦）   年  月  日 

工 事 名 称  

工 事 場 所  

工 事 期 限   （西暦）   年  月  日 

検 査 対 象 
  

監督担当 

                      

課 長             係 長           係 員 

 

 

 

    

様式２－１４ 

所 在 地 

商号または 

名 称 

代 表 者 名 



 

添 1(2)‐25 
 

中間出来高（第  回）検査願 

（西暦）  年  月  日 

 

クリアウォーターOSAKA株式会社  

代表取締役   様 

 

受注者 

  

 

 

 

次のとおり中間出来高検査願を提出します。 

 

記 

整   理    番   号     第     号 

契 約 年 月 日   （西暦）   年   月   日 

工 事 名 称  

工 事 場 所  

工 事 期 限   （西暦）   年   月   日 

出 来 高 基 準 年 月 日   （西暦）   年   月   日 

監督担当 

                     

課 長             係 長            係 員 

 

 

 

 

    

様式２－１５ 

所 在 地 

商号または

名 称 

代 表 者 名 



添 1(2)‐26 
 

様式2-16

交通誘導警備検定合格証（写し）の貼付様式

表 面

裏 面

 





様式2-17

クリアウォーターOSAKA株式会社　

受　注　者
所 在 地

商号または名称

代表者名

    次のとおり工事検査をお願い致します。

整 理 番 号 号

契 約 年 月 日

工 事 名 称

工 事 場 所

工 事 期 限

出来高基準年月日

監督担当

　　　課　長

設計担当

課　長

     　第

　  代表取締役      様

係　長

（西　暦）　　　年　　　月　　　日

（西　暦）　　　年　　　月　　　日

部分払（第 　　回中間）検査願

記

（西　暦）　　　年　　　月　　　日

  （西暦）　　　年　　　月　　　日

係　員

係　長 係　員

添1(2)‐28



様式２－１8ー１

工   事   名   称

受     注      者 所  　在  　地

商号または名称 ㊞

代  表  者  名

出来高金額 金　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

うち､消費税及び　　
地方消費税の額　 金　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

添
1
(
2
)
‐
2
9

中　間　金　請　求　内　訳　書



数量 金額 数量 金額
増　　減

備　　　考

様式2-18-2

中　間　金　請　求　内　訳　書

添
1
(2

)‐
3
0

工　事　区　分　・　工　種　・　種　別　・　細　別　・　規　格 数  量 単位 単 価(円) 金 額(円)
出　来　高



様式　2-19

様

受注者

単位 数　　量

備考

①'受注者→CWO監督

工 事 名 称 ：

品質・形状・寸法

(西暦)　　　年　　　月　　　日

摘　　　　要

　　工事の施工にあたり、現場において次のとおり発生品及び撤去品等があった
ので、報告します。

記

現場発生品調書

品　　　名

所 在 地

商号または

名 称

代 表 者 名

添1(2)-31



建 設 系 廃 棄 物 搬 入 集 計 表（(西暦）　　　年　　　月分）（ 種 類 ：　　　　　　　　　）
様式 2－20－1

工 事 名 称 受 注 者

工 期

①
収集運搬車両 電子マニフェスト受渡確認票

⑧
② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

引渡し日 車両番号 最大積載量※１

【t】
マニフェスト

番号
最終処分
終了日

処分業者 確定数量※２ 備考※３

上表の①～⑧及び産廃種別ごとの確定数量合計が確認ができる様式であれば、別様式を用いても良い。

※１　自動車検査証による最大積載量を記載する。

※２　電子マニフェストの確定数量を記載する。（中間処理施設や処分地で計量した重量もしくは監督員が指示する場合は引渡し時に監督員が確認した数量を記載する。）
　　　中間処理施設や処分地で計量した重量が、電子マニフェストの受渡確認票により確認できない場合は、併せて計量伝票を提出する。

※３　施工箇所が複数ある場合、必要に応じて路線名又は箇所名を記入する。

計

添1(2)-32



(注)マニフェストの各票の欄には照合確認日を記入

※1 自動車検査証による最大積載量
※2 中間処理施設・処分地の計量した重量を記入（伝票重量）
※3 施工箇所が複数ある場合、必要に応じて備考欄に路線名又は箇所名を記入する。

計

様式 2－20－2

車両番号
最大積載量
（ｔ）※1 交付番号 A票 B2票 D票 E票

～（西暦）　　　　年　　　　月　　　　日 （西暦）　　　　年　　　　月　　　　日

搬出車両 マニフェスト

処分地

工 期

計量伝票
による重量

(t)※2

備考
※3年 月 日

建設系廃棄物搬入集計表

（(西暦）　　　年　　　月分）

種類　（　 　　　　　　　）

工事名称

工 種

搬 出

受 注 者

担当者係長

監督員

添1(2)‐33



（③完成時の提出書類）

2

3

〃

〃

添１（３）－1

4 完成出来高図面

5

〃

〃

1

内　　　　容 提　出　先

監督担当 工事完成日

番号 書　類　名
提出
部数

様式

工事完成通知書 3-12

3-2
3-3

3-4

2

1

共通仕様書　共-1-1-5-4
による

共通仕様書　共-1-1-5-9
による

1 指定

提出期限

工事目的物引き
渡し書を監督員
へ提出し受理さ
れるとき

7

8

（工事実績情報サービス
（コリンズ））
登録内容確認書

共済証紙購入・
貼付枚数最終報告書

建設業退職金共済制度
加入調査表

再生資源利用実施書
再生資源利用促進実施
書

〃

（工事実績情報サービス
（コリンズ））
登録のための確認のお
願い

2

1

再資源化等の完
了後速やかに

〃

工事完成日

〃指定

3-5-1

3-5-2

様式
有

登録後、登録機関指定様式のダ
ウンロードしたものを提出する

共通仕様書　共-1-1-1-31
による

〃

共通仕様書　共-1-1-3-1
による
請負代金額が100万円以上の場
合に提出する
添付書類　２１を参照とする

2

請負代金請求内訳書

請求書

4 指定
出来高部分の図面（工事出来高
図）と出来高数量計算書を添付
する。

〃 工事完成日

〃

〃

〃

共通仕様書　共-1-1-1-8
による
完成時に登録機関指定様式の
ダウンロードしたものを提出し、
監督員の確認を受ける

〃
工事完成後
１０日以内
（土・日・祝日等を除く）

16



（③完成時の提出書類）

提　出　先 提出期限

13 工事記録写真 1 指定

大阪市土木工事請負共通仕様
書（道路・河川工事）参考資料
（土木工事施工管理基準）また
は土木工事請負共通仕様書（工
事編）　添付資料22参照

〃

12

番号 書　類　名
提出
部数

様式 内　　　　容

9

有価物
（スクラップ等）
調書

再資源化等報告書 2 監督担当
再資源化等の完
了後速やかに3-6

建設リサイクル法に基づき報告
する（請負代金額５００万円以上
に係る工事）

1

11 支給品精算書 1 3-8
土木工事請負共通仕様書　共-
1-1-1-14
による

〃

　　　　　〃
（完成前であっても工
事工程上支給品の精
算が行えるものについ
ては、その時点）

10 材料納入集計表

添１（３）－２

14

15
検査指摘事項処置
報告書 1 3-10

共通仕様書　共-1-1-5-1
による 〃 〃

酸素及び硫化水素濃度
測定記録（写し） 1

様式
有

共通仕様書　共-1-1-4-4
による
添付書類　14を参照とする

〃 完了後速やかに

1 3-7
共通仕様書　共-1-2-1-2
による 〃 工事完成日

〃

〃 工事完成日3-9

土木工事請負共通仕様書　共-
1-1-1-15
による
有価物（スクラップ等）調書及び
処分先の相手方の受領書また
は返納証明書並びに計量伝票
を提出する



（③完成時の提出書類）

17

- -

監督担当
搬入完了後速や
かに

添１（３）－３

建設発生土等処理関係
書類一式 - -

共通仕様書　共-1-1-3-1
6項による
添付書類１5による

陸
上
輸
送
に
よ
り
夢
洲
基
地
へ
搬
入
す
る
場
合

番号 書　類　名
提出
部数

様式 内　　　　容 提　出　先 提出期限

16 引渡し書 2 3-11
共通仕様書　共-1-1-5-4
による

土砂搬入完了等
報告及び土砂搬
入（許可証・車両
登録依頼書）返
納書

1 14
受領済の許可証・車両登録依頼
書を土砂搬入管理報告書一式
添付のうえ返納する場合

監督担当
引渡しの必要が
生じた時点で速
やかに



様式3-1

工　　事　　完　　成　　通　　知　　書

クリアウォーターOSAKA株式会社　

受　注　者
所 在 地

商号または名称

代表者名

    次のとおり工事が完成しましたので通知します。

記

契 約 番 号 第 号

整 理 番 号

工 事 名 称

工 事 場 所

工 事 完 成 日

工 事 期 限

監督担当

課　長

設計担当

課　長 　

      代表取締役    　様

   （西暦）　　　年　　　月　　　日

（西　暦）　　　　年　　　月　　　日

係　長 係　員

係　員

（西　暦）　　　　年　　　月　　　日

（西　暦）　　　　年　　　月　　　日

係　長

添1(3)‐4



様式3-2

請　負　代　金　請　求　内　訳　書

工   事   名   称

受      注      者 所 在 地

商号または
名　　　　称

代表者名 ㊞

出来高金額 金　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

うち､消費税及び　　
地方消費税の額　 金　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

添
1
(
3
)
‐
5



数量 金額 数量 金額
増　　減

備　　　考

請　負　代　金　請　求　内　訳　書
様式3-3

添
1
(3

)‐
6

工　事　区　分　・　工　種　・　種　別　・　細　別　・　規　格 数  量 単位 単 価(円) 金 額(円)
出　来　高



クリアウォーターOSAKA 株式会社　様

受注者

㊞

T

下記のとおり請求します。

円

※金額の前に「金」又は「￥」を付けてください。

【内訳】 ↓対象は〇記載

※

なお、上記金額は次の銀行口座へお振込みください。

　　〈 銀行名・支店名 〉 銀行 支店

　　〈 預金種目 〉 当座 普通 その他（ ）

　　〈 口座番号 〉

　　〈 口座名義 〉

　　〈 フリガナ 〉

様式   3-４-1

物品買入については、詳細を列記するか、「別添明細書のとおり」とし明細書を添付願います。

請負・業務委託・修繕等については、取引内容を「ただし書きのとおり」や「別添のとおり」と記載、

数量・単位を「一式」と記載のうえ、関係書類があれば添付願います。

（税率別内訳）

（金額） （消費税） （小計）

(１０％対象)　　

(８％対象)　　　

小　　　　　　　　計

消　　　費　　　税

合　　　　　　　　計

単価 金額取引年月日 取引内容 軽減税率
(8%対象) 数量 単位

記

請 求 金 額　

ただし

適格請求書発行
事業者登録番号

　　　年　　　月　　　日

請　　求　　書

所　在　地

商号または名称

氏　　　名

添1(3)-7



（第 回中間払）

クリアウォーターOSAKA 株式会社　様

受注者

㊞

T

下記のとおり請求します。

円

※金額の前に「金」又は「￥」を付けてください。

【請求内訳】

(参考）当該年度前払金精算状況

円 （前払率： ％）

円

なお、上記金額は次の銀行口座へお振込みください。

　　〈 銀行名・支店名 〉 銀行 支店

　　〈 預金種目 〉 当座 普通 その他（ ）

　　〈 口座番号 〉

　　〈 口座名義 〉

　　〈 フリガナ 〉

今回精算分
前払金未精算残額

年　　月　　日 受領分

請求額

※税率はすべて10％

ただし

番号 取引年月日 取引内容 金額 うち消費税

氏　　　名
適格請求書発行
事業者登録番号

記

請 求 金 額　

様式   3-４-2

　　年　　　月　　　日

請　　求　　書

所　在　地

商号または名称

添1(3)-8



クリアウォーターOSAKA 株式会社　様

受注者

㊞

T

下記のとおり請求します。

円

※金額の前に「金」又は「￥」を付けてください。

【請求内訳】

(参考）当該年度前払金精算状況

円 （前払率： ％）

円

なお、上記金額は次の銀行口座へお振込みください。

　　〈 銀行名・支店名 〉 銀行 支店

　　〈 預金種目 〉 当座 普通 その他（ ）

　　〈 口座番号 〉

　　〈 口座名義 〉

　　〈 フリガナ 〉

※税率はすべて10％

前払金未精算残額
今回精算分

年　　月　　日 受領分

請求額

記

請 求 金 額　

ただし

うち消費税

適格請求書発行
事業者登録番号

氏　　　名

番号 取引年月日 取引内容 金額

様式   3-４-3

　　年　　　月　　　日

請　　求　　書

所　在　地

商号または名称

（完成）

添1(3)-9



様式3－5－1

共済証紙購入・貼付枚数最終報告書

（（西暦）　　　年　　　月　　　日提出）

工 事 名 称

受 注 者

契 約 日 　　（西暦）　　　　　　年　　　　　　月　　　　　日

工 事 期 限 　　（西暦）　　　　　　年　　　　　　月　　　　　日

契 約 番 号 　　　　　　　　　　　第　　　　　　　　　　　　　号

締結時

最　終

証 紙 購 入 枚 数 １日券 枚

（最　終） 　10日券　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　枚　→　　１日券換算 枚

計 枚

証 紙 貼 付 枚 数 １日券 枚

　10日券　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　枚　→　　１日券換算枚　→　　１日券換算 枚

計 枚

購入枚数と貼付枚数 　　　①建退共制度対象労働者の延べ就労予定日により購入

数に差が生じた理由 　　　　したが、実際の対象労働者の延べ就労日数と差が生じ

　　　　たため

　　　②勤労者退職金共済機構が示す証紙購入の考え方を参考

　　　　に購入したが、労働者の制度加入率が当初把握した率

　　　　より低かったため

　　　③その他

※工事完了時に提出してください。

請負金額（税込）

添1(3)‐10



社　　名

建設業
退職金
共済制
度加入

建設業
退職金
共済制
度未加
入

請負金額 工　　期
契約
社数

建設業
退職金
共済制
度加入
社数

建設業
退職金
共済制
度未加
入社数

建設業退職
金共済制度
加入のうち
他の退職制
度に加入社
数

他に加入してい
る退職金制度の
名称

　※受注者の建退共加入、未加入欄は該当するところに○印を、下請の建退共加入、未加入は数字記入してください。
　※下請について「他に加入している退職金制度の名称」欄には自社退職金制度または中小企業退職金共済等を未加入社全社分記入してください。

添
1
(3
)‐
1
1

様式３-５-２

工　事　名　称

受　　　注　　　者 下請について

建　設　業　退　職　金　共　済　制　度　加　入　調　査　表

備　　考



添 1(3)‐12 

再 資 源 化 等 報 告 書 

               （西暦）  年  月  日 

クリアウォーターOSAKA 株式会社 

代表取締役   様 

 

            氏 名：(法人にあっては商号又は名称及び代表者の氏名)           

（郵便番号    －    ）電話番号   －    －     

            住 所：                             

 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第１８条第１項の規定により、次のとおり、 

特定建設資材廃棄物の再資源化等が完了したことを報告します。 

 

記 

 

１．工事の名称                        

 

２．工事の場所                        

 

３．再資源化等が完了した年月日  （西暦）  年  月  日 

 

４．再資源化等を行った施設の名称及び所在地 

（書ききれない場合は、別紙に記載） 

 

５．特定建設資材廃棄物の再資源化等に要した費用           万円 （税込み） 

 

６．添付資料（該当事項の□欄に「レ」を付すか「■」とする） 

  □再生資源利用実施書（必要事項を記載したもの） 

  □再生資源利用促進実施書（必要事項を記載したもの） 

 

   

特定建設資材廃棄物

の種類 
施 設 の 名 称 所 在 地 

   

   

   

   

様式 3－6 



  添 1(3)‐13 

別 紙 

 

特定建設資材廃棄物 

の種類 
施 設 の 名 称 所 在 地 

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  



品名

様式3－７

計

備 考
年 月 日

工 種

納 入
品 質 ・ 形 状

単
位

納 入 量

受 注 者

工 期 (西暦） 年 月 日 ～ （西暦） 年 月 日

材料納入集計表

工 事 名 称

担当者係長

監督員

添1(3)‐12



様式3－８

工 事 名 称

支給品精算書

受 注 者

工 期 （西暦） 年 月 日 ～ （西暦） 年 月 日

工 種

納 入
品 質 ・ 形 状

単
位

納 入 量 備 考
年 月 日

計

担当者係長

監督員

添1(3)‐13



～

工 事 名 称

有価物（スクラップ等）調書

様式3－９

数量

受 注 者

工 期 （西暦） 年 月 日 （西暦） 年 月 日

備 考年 月 日 品 名 ・ 品 質 ・ 規 格 単位

計

担当者係長

監督員

添1(3)‐14



 

添 1(3)‐15 

様式３－１０ 

 

監督員 補助監督員 
監督補助者 

（監督担当員） 

   

 
                                    ・完 成 ・中 間 

                                          ・その他（    ） 

（西暦）  年  月  日 

クリアウォーターOSAKA株式会社  

         代表取締役  様 

                       受注者 所 在 地 

 商号または 

 名 称 

                           代表者名   

 

工事名称 

 

検査指摘事項について次の内容で処置いたしましたので報告致します。 

 

検 査 指 摘 事 項 目 処  置  内  容 
処置日 
 月 日 

現場代理人 
監督員確認 

月 日 担当者 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

注１ 検査指摘事項の処置内容については、どのように処置したのか具体的に記入すること。 

注２ 現場手直し等の処置内容については、カラー写真（前・後）を貼付すること。 

検 査 指 摘 事 項 処 置 報 告 書 
 



様式3-11

クリアウォーターOSAKA株式会社　

受　注　者
所 在 地

商号または名称

代表者名

 　次のとおり工事完成検査合格しましたので引渡します。

記

第 号

監督担当

　　　課　長

設計担当

課　長

　引　　渡　　し　　書

   （西暦）　　　年　　　月　　　日

整 理 番 号

契 約 年 月 日

工 事 名 称

　     代表取締役  　 様

完 成 検 査 日 （西　暦）　　　年　　　月　　　日

工 事 場 所

係　員

（西　暦）　　　年　　　月　　　日

係　員

係　長

係　長

添1(3)‐16



添１（参）－１

監督員を
変更したとき

3 設計変更実施指示書 1 ２
共通仕様書　共-1-1-1-12
による 〃

2 監督員の変更について（通知） 1 １－２ 〃 〃

通知先 通知期限

1 監督員について（通知） 1 １－１
共通仕様書　共-1-1-1-2
による 受注者

監督員を
定めたとき

内　　　容

（監督員からの通知書類）

番号 書　類　名
提出
部数

様式



年 月 日

　標題について、工事請負契約書第１１条第１項及び第３項に基づき、次のとおり監督員を定

めましたので通知します。

1

2

3

添１（参）－２

様

監 督 員

監督員

補助監督員

監督員について（通知）

記

工 事 名 称

(西暦）

様式１－１

クリアウォーターOSAKA株式会社　 

工事監理課長

工 事 場 所

については、工事請負契約書第１１条第２項に規定した事項を有する。なお、監督員と同

様に、当会社員が工事現場の巡視及び夜間・休日の工事現場監督等をする場合も同等

の 権 限 を 有 す る 。

監督補助者

（監督担当員）

監督員とは、監督員、補助監督員及び監督補助者（監督担当員）を総称していう。

請負者には主として補助監督員及び監督補助者（監督担当員）が対応する。また、権限



年 月 日

　標題について、監督員に変更があったので、工事請負契約書第１１条第１項及び第３項に基
づき、次のとおり通知します。

1

2

3 年 月 日

4

（1）

（元）

（新）

（2）

（元）

（新）

（3）

（元）

（新）

様式１－２

クリアウォーターOSAKA株式会社　 

記

（西暦）

様

監督員の変更について（通知）

工事監理課長

工 事 名

工 事 場 所

変 更 日 （西暦）

監督員

　監督員

　補助監督員

監督補助者（監督担当員）

添１（参）―３



年 月 日

様

整理番号

完成期限 年 月 日

様式２

（西暦） （　　　第　　　号）

クリアウォーターOSAKA株式会社

　　　　　　　　　　工事監理課長

設　計　変　更　実　施　指　示　書

　　　本工事について、次のとおり設計変更を指示します。

　 第　　　　　号 工事名称

（西暦） 受注者

設計変更理由ならびに内容 添付図書番号

添１（参）－４



２　工事請負契約書

　クリアウォーターＯＳＡＫＡ株式会社　ホームページ

　入札・契約関連＞契約書＞

　1.工事請負契約書 又は 工事請負契約書(電子契約用)　参照

添2-1



 

 
 
 
 
 
         

 ３ 土木工事請負等検査要領 
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１－１ 土木工事請負等検査要領 

 

クリアウォーターOSAKA株式会社が締結した土木工事請負等契約の検査事務は、契約書及び契約

規程に基づくほか、本要領によるものとする。  

 

（目 的） 

第１条  本要領は、請負契約に係る検査事務の取り扱いの規準を定め、もって検査事務の円滑な遂

行に資することを目的とする。  

 

（適用範囲） 

第２条  本要領は、クリアウォーターOSAKA株式会社が施行する土木に係る工事等の請負契約の検査

に適用する。  

 

（用語の定義） 

第３条  本要領で用いる用語は、次の各号に掲げるところによる。  

(1) 土木工事請負等 

工事・業務委託を総称していう。  

(2) 検査員  

課長、担当課長、管路管理センター長、下水処理場長、主幹の職にあるもの、その他、別途

社長が特別に定めるもの。 

(3) 検査補助者 

検査員を補助する者。 

(4) 検査員等 

検査員、検査補助者を総称していう。 

(5) 監督員  

課長、担当課長、管路管理センター長、下水処理場長、主幹の職にあるもの 

その他、別途社長が特別に定めるもの。 

(6) 補助監督員  

監督員が指定した監督を補助する係長、またはこれに準ずる者。  

(7) 監督補助者（監督担当員）  

監督員が指定した監督を担当する係員。  

(8) 監督員等  

監督員、補助監督員、監督補助者（監督担当係員）を総称していう。  

(9) 設計担当  

検査の対象となる工事等の設計を担当する課をいう。  

(10) 修補（検査不合格）     

設計図書に適合しない構造および機能において、不十分な箇所を直すこと。 

(11) 手直し（検査合格）  

設計図書に適合した構造および機能を有し、安易に修正等が可能なもの。  

  



2 

 

 

 

（検査の区分） 

第４条  工事等の請負契約に係る検査は、次の各号に掲げる検査をいう  

(1) 完成検査  

工事等の完成を確認するための検査。  

完成検査は、指定部分の工事等に係る完成検査の範囲を除き、中間検査等において検査した

部分を含むすべての範囲について行う。  

(2) 指定部分の工事等に係る完成検査（部分引渡し）  

工事等の契約書指定部分の完成を確認するための検査。 

指定部分の工事等に係る完成検査は、契約書指定部分の中間検査等において検査した部分を

含むすべての範囲について行う。 

(3) 部分払検査 

工事等の完成前に代価の一部を支払う必要がある場合において、工事等の既済部分並びに工

事材料（現場に搬入済みの材料及び製造工場等にある工場製品及び材料をいう。）を確認するた

めの検査。 

(4) 現場確認検査  

完成検査または、指定部分の工事に係る完成検査において確認が困難となる場合に、先だっ

てその部分を確認するための検査。主に出来形、品質、外観を確認する。  

(5) 契約解除に伴う検査  

工事等の契約が解除された場合に、工事等の既済部分について、完成を確認するための検

査。  

(6) 再検査  

当初検査において、修補の指示を行い、修補が完了した場合の検査。  

 

（検査の時期） 

第５条  完成検査又は部分完成検査は、受注者から工事目的物の全部又は一部の完成通知を受けた

日より起算して、工事請負契約にあっては 14日以内、業務委託契約にあっては 10日以内に

実施しなければならない。原則として履行期限内に検査を行うものとする。 

２ 中間検査は、受注者から工事等の既済部分に係る出来形又は材料の確認について、工事請負

契約にあっては検査願を受けた日より起算して 14日以内、業務委託契約にあっては 10日以

内に実施しなければならない。  

３ 現場確認検査及び工場製品検査等の検査は、受注者から当該部分に係る検査願があれば、ま

た中間出来高検査は別に定める細則により、速やかに実施しなければならない。 

４ 契約が解除された場合は、即日に契約解除に伴う検査を実施しなければならない。 

  



3 

 

 

 

（検査の依頼及び回答） 

第６条   監督員等は、第４条に規定する検査（契約解除に伴う検査を除く。）の実施予定日につい

て、原則として検査予定月の上半期については前月 20日まで、下半期については当月 5日

までに、検査依頼書（様式１）により検査担当へ検査依頼をするものとする。 

上記以外の検査については、別途、調整とする。 

２   前項の規定により依頼された検査担当は検査依頼書（様式１）に検査日を記載し、監督員

に回答のうえ当該工事等の検査を実施しなければならない。 

 

（検査の実施） 

第７条  検査員は、監督員から工事等に係る検査を依頼された場合、又は自ら検査が必要と認めた

場合は、当該工事等の検査を実施しなければならない。 

２ 検査員は原則、当該工事等に直接携わらない他所属の検査員とする。 

３ 検査員は、「監督及び検査を担当する社員の指定について」のとおり指定するものとする。 

４ 検査員は、検査補助者に検査を命じる場合は、検査回答書に検査員氏名記載し、検査補助

員及び監督員に通知するものとする。 

５ 「検査命令簿」は、検査を実施する担当課において作成、保管するものとる。 

 

（検査の立会い）  

第８条  検査には、原則として監督員等が立ち会うものとする。また、必要に応じて    設計担当

が立会うことができる。  

２ 検査は、受注者（現場代理人、主任技術者等）立会いのもとで行う。 

 

（検査の方法）  

第９条 検査は、契約書並びに設計図書の規定に基づき、目的物の出来高及び工事等の実施状況につ

いて合否を判定するものとする。  

なお、必要があると認められる場合は、必要最小限度目的物を破壊して検査を行うことが

できる。  

２ 検査員等からの質疑等については、原則として現場代理人、主任技術者等が回答するもの

とする。また、必要があると認められるときは、受注者並びに監督員等に関係書類の提出若し

くは提示又は事実の説明を求めることができる。  

３ 検査員等は、検査の終了にあたり、当該検査の結果を受注者に対し講評するものとする。  

４ 検査員等は、契約の履行状況等が契約図書に相違すると判断される場合は、受注者に当該

の事実確認を行ったうえで、検査を不合格とする。  

５ 検査員等は、工事等が検査に不合格の場合は、受注者に当該部分の修補を指示するととも

に、その旨を通知するものとする。  
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（検査の中止） 

第１０条 検査員等は、検査の実施にあたり、次に該当する事実がある場合は、検査を中止すること

ができる。  

(1) 受注者（現場代理人等）が、検査の執行を妨害したとき。  

(2) 現場代理人等が不在の場合。ただし、契約書に記名の受注者の代表者が代理として検査に

出席する場合は、この限りではない。  

(3) 検査員等が設計図書に不適合であると判断したとき。  

(4) 請負代金額の変更等が完了していないとき。  

２      検査員等は、検査を中止する場合は、受注者並びに監督員等に対し、検査を中止る事由

並びに再検査の実施について通知するものとする。  

 

（検査の記録）  

第１１条 検査員等は、検査の実施状況及び講評の内容等について、「検査指示書」（様式３）に記録

し、受注者並びに監督員等に交付するものとする。又、受注者は検査指示書の内容のほか、

口頭指示も含め「検査指摘事項確認書」（様式４）に記載し、監督員等の確認を受けるものと

する。  

２ 検査の出席者については、「出席者名簿」（様式５）を作成するものとする。  

 

（修補の指示及び確認）  

第１２条 検査員等は、修補の必要があると認めた場合には、受注者に対して、履行期限を定めて修

補の指示を行うものとする。（様式 10） 

２ 監督員は、受注者より修補の完了報告があればこれを確認し、当該の事実を検査員に通知す

るものとする。なお、通知を受けた検査員は早急に再検査を行う。（様式 11～13） 

 

（工事等の成績評定）  

第１３条 検査員等は、契約金額が 200万円を超える工事等にあっては、「事業請負成績調書」（様式

６）により当該契約の成績評定を行うものとする。ただし、社長が作成する必要がないと

認めるものについては、この限りでない。 

 

（検査調書の作成）  

第１４条 検査員等は、契約金額が 200万円を超える工事等の検査において、「請負検査調書」（様式

７） に より完成（中間出来高を含む）を認めるものとする。  

２ 上記の規定に該当しないものについては、「履行確認調書」（様式８）により、完成を認める

ものとする。 

  

付 則 この要領は、平成２９年７月１日から施行する。 

付 則 この要領は、平成２９年９月５日から施行する。 

付 則 この要領は、平成３０年１月１日から施行する。 

付 則 この要領は、２０２２年４月１日から施行する。 

付 則 この要領は、２０２５年４月１日から施行する。 

付 則 この要領は、２０２６年４月１日から施行する。 

付 則 この要領は、２０２６年９月１日から施行する。 

 

 



 

      

  

 

 

４ 土木工事請負中間出来高検査細則  
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１－２ 土木工事請負中間出来高検査細則 

 

  

（目的） 

第１条 この細則は、「土木工事請負等検査要領（以下「検査要領」という。）」に基づき、中

間出来高検査の適切な実施に際して、クリアウォーターOSAKA株式会社（以下「当会社」

という。）として必要な事項を定める。 

 

（実施時期）  

第２条 実施時期の選定に際しては、監督を担当する社員（以下、「監督員」）が予め受注者

から進捗状況を確認し、検査員と共有する。  

２ 検査員は、中間出来高検査を実施する旨、出来高基準日、またはこれに代える検査対象

の出来形及び検査期限について、監督員を通じて事前に受注者に通知を行う。 

 

（検査結果の通知）  

第３条 中間出来高検査の結果は、検査要領第１１条第１項に基づき、施工について改善を

要すると認めた事項や現場における指摘事項を「検査指摘事項確認書」により受注者に通

知する。 

  

（検査結果の処置）  

第４条 第３条の通知内容については、監督員と受注者が調整のうえ、当該処置を行う。 

２ 監督員は、前項の処置内容を受注者が記録した「検査指摘事項処置報告書」により確認

し保管する。  

  

（当該工事に関する図書など）  

第５条 検査要領第５条第３項の規定により実施する中間出来高検査に係る当該工事に関す

る図書は、次の各号をいう。 

（１） 施工体制台帳、下請負契約書写し(注文書・請書)及び施工体系図 

（２） 施工計画書（施工図を含む。） 

（３） 使用材料承諾願、若しくは使用材料品質証明書類 

（４） 設計変更実施に関する書類 

（５） 中間出来高検査出来形図または完工図、若しくはこれに代わる所要管理図等 

（６） 工事打合せ書、若しくは打合せ簿 

（７） 出来形管理書類及び品質管理書類 

（８） 段階確認書類 

（９） 発生土計量伝票（指定）及び産業廃棄物管理票（紙マニフェストの写し、または電

子マニフェスト一覧表） 

（１０）工事写真帳 

（１１）工事月報、若しくは工事日報 

（１２）工事出来高報告に関する書類 

（１３）安全教育及び安全対策(点検等を含む。)に係る記録・報告 

（１４）その他契約図書に定める既済報告書類及び検査員等が指示する工事管理状況確認書

類 
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（補足） 

第６条 中間出来高検査は、次の各号に掲げる検査要領の規定に準拠する。 

（１） 第６条 検査の依頼及び回答 

（２） 第８条 検査の立会い 

（３） 第１１条 検査の記録 

２ この細則第２条第２項の規定による通知に用いる検査通知書は、様式のとおりとす

る。 

 

（その他） 

第７条 この細則に定める事項のほか、中間出来高検査の実施に必要な事項は、検査員等が

定める。  

  

付則 この細則は、平成２９年７月１日から施行する。  

付則 この細則は、平成２９年９月５日から施行する。 

付則 この細則は、２０２２年４月１日から施行する。 

付則 この細則は、２０２６年９月１日から施行する。 
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 添 28-8 

 

【様式 C１】 

         

                       （西暦）     年   月   日 

 

 

 

工 事 一 時 中 止 願 

 
クリアウォーターOSAKA 株式会社 様 

 

 

 

 

 

                                               

  

 

次の工事について、施工の安全が確保されるまで、工事の一時中止をいたしますから、 

ご了承いただきたくお願いします。 

 

 

記 

 

 

整 理 番 号 ：                                      

                                       

工 事 名 称 ：                                                                        

 

理    由 ： 
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【様式 C２】 

 

（西暦）    年   月   日 

 

 

工 事 再 開 承 諾 願 
 

 

クリアウォーターOSAKA 株式会社 様 

 

 

  

  

 

 

 

（西暦）    年   月   日付け第    号で、工事一時中止指示のありま

した、次の工事において、施工の安全が確保される体制が整いましたので、工事再開の承諾

をいただきたくお願いします。 

 

 

記 

 

 

整 理 番 号  ：  

 

工 事 名 称  ：   

 

関 連 資 料  ：  別紙のとおり 
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1 下水道工事電子納品作成要領の取り扱い  

  

1-1 下水道工事電子納品作成要領の位置付けについて  

本下水道工事電子納品作成要領（以下、「本要領」という）は、クリアウォーターOSAKA株式会

社が発注する下水道工事の成果品（工事図面、工事完成図書など）を、電子納品の成果として作

成する際に適用するものである。  

なお、本要領に定めのない事項で、特記仕様書などに記載がある場合は本要領より優先するこ

と。   

  

1-2 用語の定義  

(1) 電子納品  

「電子納品」とは、工事の最終成果物を電子納品媒体で納品することをいう。  

(2) 電子納品媒体  

「電子納品媒体」とは、工事の電子成果品を保存した CD-R もしくは DVD-R（以下、 

「CD-R など」という）をいう。  

(3) 電子成果品  

「電子成果品」とは、完工図、完成図書の電子データを所定のフォルダに格納したもの

をいう。  

  

1-3 対象範囲  

本要領は、クリアウォーターOSAKA株式会社の下水道工事において、本要領による電子納品対象

であることが明示されたものに適用する。詳細は、以下を参照のこと。  

・ 【資料－１】土木工事 完工図作成要領（管路編）  

 

 

 

 

1-4 参考にする基準類  

クリアウォーターOSAKA株式会社に提出する工事請負業務の電子成果品は、本要領に準じて作成

しなければならない。ただし、本要領に明記されていない事項については、国土交通省の「電子

納品要領（案）」を参考にすること。（表 1－1参照）  

  

表 1-1 参考とする要領・基準類について  

  要領・基準名称  発行版 

1  工事完成図書の電子納品要領（案）  最新のもの 
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1-5 電子納品媒体の作成ソフト  

電子納品媒体を作成（INDEX_C、OTHRS が変更対象）する場合は、国土交通省の電子納品要

領に準拠した市販の電子納品支援ソフトなどを使用すること。  

電子納品媒体には、これらの電子納品要領によって生成した  INDEX_C.XML と 

INDE_C04.DTD などの工事管理ファイル、合わせて完工図及び完成図書などの電子データを登

録するものである。（図 1-1参照）  

なお、電子納品の作成にあたっては、土木、機械、電気、建築の分野に係らず、国土交通省の定

める「工事完成図書の電子納品要領（案）」［最新のもの］に示す工事管理ファイルを作成するこ

と。  

  

   

  

図 1-1 電子納品イメージ  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

DTD ファイル  

電子納品媒体  

XML ファイル  

電子データー 
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1-6電子納品の流れ  

電子納品の流れは以下のとおりである。（図 1-2参照）  

 
 

  

図   1 - 2   電子納品の流れ   

発注者   受注者   

電子納品要領対象書類の確認   

電子成果品の受領・確認   

書類審査（竣工検査）   

電子納品媒体の保管   

【発注準備】   

【着手時の打合せ】   

【電子成果品の作成・提出】   

事前協議   

・   電子納品支援ソフトなどを利用して、 

電子成果品（データ）を作成する。   

・   電子納品チェックソフトを実行し、    

エラーがないことを確認する。   

［電子納品チェック結果出力］   

・   ウィルスチェックを実施する。   

・   「電子納品媒体」 、「 電子納品チェック 

結果」 と 「電子媒体納品書」 を提出す 

る 。   

・   電子納品媒体 を作成する。   
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1-7 電子データ／電子納品媒体の作成方法と規格など 

電子データ／電子納品媒体の作成方法と規格などは、次のとおりである。（表 1-2 参照）  

  

表 1-2 作成方法と規格など  

 作業項目  説明・条件など  

電

子

デ

ー

タ  

図面データの作成  紙の図面は電子データ化の必要があり、対象の図面をスキャナー

し、ラスターに変換後、TIFF(5.0)ファイル（非圧縮）あるいは 

PDF 形式に保存する。  

また、CAD ソフトなどの図面データも、同様の形式で保存する

こと。  

文書データの作成  Microsoft Word （Ver.2003 以上）を使用する。  

表計算データの作成  Microsoft Excel（Ver.2003 以上）を使用する。  

その他データ（上記以

外）の作成  

・ 完成図書類のデータを PDF 形式に保存する。  

・ Adobe Acrobat を使用する。（Version は最新のものとする）  

電

子

成

果

品  

電子成果品の作成  
国土交通省の電子納品要領に沿った、電子成果品を作成する。 

作成にあたっては、市販の電子成果品作成ソフトを使用する。  

電子成果品のチェック   電子成果品のチェックを行う。対象のソフトウェアは、  

http://www.cals-ed.go.jp/index_dl.htm よりダウンロードが可能

です。  

電

子

納

品

媒

体  

電子納品媒体の作成  
・ 電子納品媒体（CD-R など）を作成する。  

・ 対象のソフトウェアは、電子納品媒体（CD-R など）を作成

する機能があるパソコンには、通常付属している。  

電子納品媒体のラベル印

刷  
電子納品用の CD-R など の表面に工事名等の必要事項を印刷す

る。  

ウィルス対策  ・ 電子納品媒体（CD-R など）にコンピュータウィルスが混入

していないことを確認する。  

・ 対象のソフトウェアは、通常、一定期間毎にバージョンアッ

プ（または更新契約）が必要となる。  
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工事編  

  

2-1電子成果品の構成  

電子成果品（CD-R など）の構成は、次図（図 2－1）のとおりである。電子納品されるデータ

は、土木、建築、電気・機械の各工事で規定した所定のフォルダ構成へ格納すること。  

  

  

図 2-1 フォルダ構成  

（※1）フォルダ名の命名規則は、完工図および完成図書ともに“ORG001”とする。ORG001 の 

フォルダに完工図ファイルもしくは完成図書のファイルを格納する。  

  

（※2）オリジナルの電子データ（文書、表計算、図面 CAD データなど）を提出する場合は、 

“ORG002”フォルダを作成し、格納すること。また、作成にあたっては、監督員の指示

に従い作成すること。  

「完成図書・完工図」   
Tiff   もしくは   PDF   ファイル   

INDEX_C.XML   （ XML ファイル）   

IINDE_C04.DTD   

電子納品媒体   
（   CD   -   R   など）   

“ OTHRS ”   （その他フォルダ）   

”   ORG001   ”   

OTHR S   .XML   （その他管理ファイル ）   

OTHRS04.DTD   （ DTD ファイル）   

WORD   、   EXCEL   ファイル、   

CAD   データ等   

（完成図書・完工図ﾌｫﾙﾀﾞ）   

”   ORG00   2   ”   
（その他ｵﾘｼﾞﾅﾙﾌｫﾙﾀﾞ）   

（   ※   1   ）のフォルダ命名規定に準拠   

（   ※   2   ）のフォルダ命名規定に準拠   

（ DTD ファイル）   
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（1） 電子納品媒体（CD-R など）の作成  

電子納品媒体（CD-R など） を作成する。作成完了後、「電子納品チェックソフトウェア」

を用いて、電子納品媒体が正しく作成されていることを確認する。  

詳細については、表 2-1 に示すとおりである。  

  

表 2-1 フォルダ・ファイル構成  

フォルダ・ファイル構成  電子納品要領  

工事管理ファイル  INDEX_C.XML（ルート直下に格納）  

工事管理定義ファイル  INDE_C04.DTD（ルート直下に格納）  

その他管理ファイル  OTHRS.XML（OTHRS フォルダ直下に格納）  

その他管理定義ファイル  OTHRS04.DTD（OTHRS フォルダ直下に格納）  

フォルダ構成  
・OTHRS  

  ・ ORG001 （完成図書及び完工図）  

・ ORG002 （オリジナルデータ）  

完成図書及び完工図フォルダ  
（※1 に準拠）  

ORG001（OTHRS フォルダ直下に作成）土木（管路、

処理場・抽水所）：完工図  

機械・電気、建築機械・建築電気、建築：完成図書  

  《ファイル名》  

  8 文字以下の半角英数大文字にて記述すること。  

【0001～9999 連番．＋拡張子 XXX とする。】  

オリジナルデータフォルダ  
（※2 に準拠）  

ORG002（OTHRS フォルダ直下に作成）  

オリジナルの電子データ（文書、表計算、図面データ

など）を格納する。  

  《ファイル名》  

 
8 文字以下の半角英数大文字にて記述すること。  

【ORG001～ORG999．＋拡張子 XXX とする。】  
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(2)工事管理ファイル（INDEX_C.XML）の作成  

次の記入フォーマットに従い、工事管理ファイル（INDEX_C.XML）を作成すること。 

また、工事管理定義ファイル（INDE_C04.DTD）は、工事管理ファイルを格納している

フォルダと同じフォルダに格納すること。  

詳細については、表 2-2 に示すとおりである。  

表 2-2 INDEX_C.XML（工事管理ファイル）フォーマット  

  分類・項目名  記入内容  データ表現  文字数  

記

入

者  

必

要

度  

基

礎

情

報  

メディア番号  提出した電子納品媒体の通し番号を

記入する。単一の電子納品媒体であ

れば“1” となる。  

半角数字  

8  □  ◎  

メディア総枚数  提出した電子納品媒体の総枚数を記

入する。  

半角数字  
8  □  ◎  

適用要領基準  電子成果品の作成に適用した要領・

基準の版「土木 200805-01 」で固

定) を記入する。  

(分野：土木、西暦年：2008 年、

月：5 月、版：01)  

全角文字 

半角英数字  

30  ▲  ◎  

発注図フォルダ名  フォルダ作成時に指定。フォルダ作

成しないため、入力不要。  

半角英数大文字  
8 固定  ▲  △  

特記仕様書オリジナルファイルフ

ォルダ名  

フォルダ作成時に指定。フォルダ作

成しないため、入力不要。  

半角英数大文字  
13 固定  ▲  △  

打合せ簿フォルダ名  フォルダ作成時に指定。フォルダ作

成しないため、入力不要。  

半角英数大文字  
4 固定  ▲  △  

打合せ簿オリジナルファイルフォ

ルダ名  

フォルダ作成時に指定。フォルダ作

成しないため、入力不要。  

半角英数大文字  
8 固定  ▲  △  

施工計画書フォルダ名  フォルダ作成時に指定。フォルダ作

成しないため、入力不要。  

半角英数大文字  
4 固定  ▲  △  

施工計画書オリジナルファイルフ

ォルダ名  

フォルダ作成時に指定。フォルダ作

成しないため、入力不要。  

半角英数大文字  
8 固定  ▲  △  

完工図フォルダ名  フォルダ作成時に指定。フォルダ作

成しないため、入力不要。  

半角英数大文字  
8 固定  ▲  △  

写真フォルダ名  フォルダ作成時に指定。フォルダ作

成しないため、入力不要。  

半角英数大文字  
5 固定  ▲  △  

地質データフォルダ名  フォルダ作成時に指定。フォルダ作

成しないため、入力不要。  

半角英数大文字  
6 固定  ▲  △  

その他フォルダ名  フォルダ作成時に指定。フォルダ名

称（OTHRS で固定）を記入する。  

半角英数大文字  
5 固定  ▲  ◎  

その他オリ

ジナルフォ

ルダ情報  

その他オリジナル

ファイルフォルダ

名(※3)  

その他オリジナルファイルを格納す

るフォルダ名称（OTHRS 

／ORG001～999）を記入する。 

必ず記入すること。  

半角英数大文字  

12 固定  ▲  ◎  

その他オリジナル

ファイルフォルダ

日本語名  
(※4)  

その他オリジナルファイルを格納す

るフォルダの日本語名称を記入す

る。  

全角文字 

半角英数字  
127  ▲  ◎  
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  分類・項目名  記入内容  データ表現  文字数  
記

入

者  

必

要

度  

業

務

件

名

な

ど  

発注年度  工事の発注年度を西暦 4 桁で記

入する。（YYYY）  

半角数字  
4 固定  □  ◎  

整理番号  整理番号を記入する。   半角英数字  
127  □  ◎  

工事名称  契約図書に記載されている正式

の工事名称を記入する。  

全角文字 

半角英数字  127  ■  ◎  

工事実績システムバージョン番

号  

「6.0」を記入する。  半角数字  
12  □  ◎  

工事実績システム登録番号  「0 」を記入する。  半角英数字  
-(HYPHEN-  
MINUS)  

11  ■  ◎  

工事分野  「下水道」を記入する。  全角文字 

半角英数字  16  ■  ◎  

工事業種  CORINS の「工事の業種」に従

って記入する。  

全角文字 

半角英数字  16  ■  ◎  

工種  
工法型式  

  

工種  CORINS の「工種、工法・型

式」の「工種」に従って記入す

る。  

全角文字 

半角英数字  
127  ■  ◎  

工法型式  CORINS の「工種、工法・型

式」の「工法・型式」に従って

記入する。  

全角文字 

半角英数字  
127  ■  ◎  

住所情報  

住所コード  「99999 」を記入する。  半角数字  
5 固定  □  ◎  

住所  該当地域の住所を記入する。  全角文字 

半角英数字  127  □  ◎  

工期開始日  工期の開始日の年月日を CCYY-

MM-DD 方式で記入する。月又は

日が 1 桁の数の場合「0 」を付

加して、必ず 10 桁で記入す

る。  

（CCYY：西暦の年数、MM：月、 

DD：日）［例］平成 20 年 11 月 1 日 
→ 2008-11-01  

半角数字  
-(HYPHEN- 

MINUS)  

10 固定  ■  ◎  

工期終了日  工期の終了日の年月日を CCYY-

MM-DD 方式で記入する。月又は

日が 1 桁の数の場合「0 」を付

加して、必ず 10 桁で記入す

る。  

（CCYY：西暦の年数、MM：月、 

DD：日）［例］平成 21 年 3 月 31 日 
→ 2009-03-31  

半角数字  
-(HYPHEN- 

MINUS)  

10 固定  ■  ◎  

工事内容  工事概要及び主工種とその数量

を記入する。  

全角文字 

半角英数字  127  □  ◎  
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  分類・項目名  記入内容  データ表現  文字数  

記

入

者  

必

要

度  

場

所

情

報  

測地系  世界測地系：「0１」 を記入する。  半角数字  
2 固定  □  ◎  

水

系

｜

路

線

情 

報  

対象水系路線コード  入力不要  半角数字  
5 固定  ■  △  

対象水系路線名  入力不要  全角文字 

半角英数字  
127  □  △  

現道-旧道区分  入力不要  半角数字  
1 固定  □  △  

対象河川コード  入力不要  半角数字  10 固定  □  △  

左右岸上下線コード  入力不要  半角数字  
2 固定  □  △  

測

点

情 

報  

起点側測点-n  入力不要  半角数字  4 固定  □  △  

起点側測点-m  入力不要  半角数字  3 固定  □  △  

終点側測点-n  入力不要  半角数字  4 固定  □  △  

終点側測点-m  入力不要  半角数字  3 固定  □  △  

距

離

標

情 

報  

起点側距離標-n  入力不要  半角数字  3 固定  □  △  

起点側距離標-m  入力不要  半角数字  3 固定  □  △  

終点側距離標-n  入力不要  半角数字  3 固定  □  △  

終点側距離標-m  入力不要  半角数字  3 固定  □  △  

境

界

座

標

情

報  

西側境界座標経度  対象領域の最西端の外側境界の経

度を記入する。度（4 桁）分（2 

桁）秒（2 桁）対象領域が西経の場

合は、頭文字に「_」 (HYPHEN-

MINUS)を含み4桁を記入する。該

当がない場合は 

「99999999 」とする。  

半角数字-  

-(HYPHEN- 
MINUS)  

8  □  ◎  

東側境界座標経度  対象領域の最東端の外側境界の経

度を記入する。度（4 桁）分（2 

桁）秒（2 桁）対象領域が西経の場

合は、頭文字に「_」 (HYPHEN-

MINUS)を含み 4 桁を記入する。該当

がない場合は 

「99999999 」とする。  

半角数字-  

-(HYPHEN- 
MINUS)  

8  □  ◎  

北側境界座標緯度  対象領域の最北端の外側境界の経

度を記入する。度（4 桁）分（2 

桁）秒（2 桁）対象領域が西経の場

合は、頭文字に「_」 (HYPHEN-

MINUS)を含み4桁を記入する。該

当がない場合は 

「99999999 」とする。  

半角数字-  

-(HYPHEN- 
MINUS)  

8  □  ◎  
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  分類・項目名  記入内容  データ表現  文字数  

記

入

者  

必

要

度  

    南側境界座標緯度  対象領域の最南端の外側境界の経

度を記入する。度（4 桁）分（2 

桁）秒（2 桁）対象領域が西経の場

合は、頭文字に「_」 (HYPHEN-

MINUS)を含み4桁を記入する。該

当がない場合は 

「99999999 」とする。  

半角数字-  

-(HYPHEN- 

MINUS)  

8  □  ◎  

施

設

情

報  

施設名称  施設名称を記入する。  全角文字 

半角英数字  

127  

□  ○  

発

注

者

情

報  

発注者-大分類  「政令指定都市」を指定する。  全角文字 

半角英数字  

16  
■  ◎  

発注者-中分類  「大阪市」を指定する。  全角文字 

半角英数字  

32  
■  ◎  

発注者-小分類  「建設局」を指定する。  全角文字 

半角英数字  

30  
■  ◎  

発注者コード  「40801011」を指定する。  半角数字  8 固定  
■  ◎  

受

注

者

情

報  

受注者名  受注者名の正式名称を記入する。  

（ＪＶ の場合には、ＪＶ の正式名

称及び代表会社名を続けて記入す

る）  

全角文字 

半角英数字  

127  

■  ◎  

受注者コード  入力不要  半角数字  127  

□  △  

予備  特記事項がある場合に記入する。 

（ 複数記入可）  

全角文字 

半角英数字  

127  
□  ○  

ソフトメーカ用 TAG  ソフトウェアメーカが管理のために

使用する。（ 複数記入可）  

全角文字 

半角英数字  

127  
▲  △  

（※3） その他オリジナルファイルのフォルダ名が複数ある場合には、この項目を必要な回数繰り返す。  

（※4） OTHRS.XML に ORG001 の日本語フォルダ名として、  

“整理番号”（*******）［半角］＋”_”＋“工事名称”［全角］＋完工図もしくは完成図書、  

ORG002 の日本語フォルダ名として、  

“整理番号”（*******）［半角］＋”_”＋“工事名称”［全角］オリジナルデータ   

と記入する。  

【記入者】  

■：CORINS から出力される XML ファイル(CORINS 提出用ディスクのファイルフォーマット)から取

り込むことが可能な項目  

□：電子成果品作成者が記入する項目  

▲：電子成果品作成ソフトなどが固定値を自動的に記入する項目  
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【必要度】  

◎： 必須記入  

○： 条件付き必須記入（データが分かる場合は必ず入力すること）   

△： 任意記入。原則として空欄。特記すべき事項があれば記入する。  

全角文字と半角英数字が混在している項目については、全角の文字数を示しており、半角

英数字 2 文字で全角文字 1 文字に相当する。記入に際しては、表に示している文字数以内

で行うこと。   

（3） その他管理ファイル（OTHRS.XML）の作成  

次の記入フォーマットに従い、その他管理ファイル（OTHRS.XML）を作成すること。また、

その他管理定義ファイル（OTHRS04.DTD）は、工事管理ファイルを格納しているフォルダと同

じフォルダに格納すること。  

詳細については、表 2-3に示すとおりである。   

表 2-3 OTHRS.XML（その他管理ファイル）フォーマット  

  分類・項目名  記入内容  データ表現  文字数  

記

入

者  

必

要

度  

サブ

フォ

ルダ

情報 

(※5)  

その他サブフォルダ名  作成したその他サブフォルダ名

（ORG001～999）を記入する。  

半角数字  6 固定  

▲  ◎  

その他サブフォルダ日本語名称  格納している資料の内容がわかる

ようにフォルダの日本語名を記入

する。(※5)  

全角文字 

半角英数字  

127  

□  ○  

その

他資

料情

報 

(※5)  

資料名  起工番号（7 桁）を記入する。  全角文字 

半角英数字  

127  
□  ◎  

オリ

ジナ

ル情

報 

(※5)  

シリアル番号  シリアル番号は 1 より開始する。  半角数字  3  
□  ■  

オリジナルファイル名  オリジナルファイル名を拡張子を

含めて記入する。  

全角文字 

半角英数字  

12  
▲  ■  

オリジナルファイル日

本語名  

オリジナルファイルの日本語名を

記入する。  

全角文字 

半角英数字  

127  
□  ■  

オリジナルファイルソフ

トバージョン情報  

格納したオリジナルファイルの作

成ソフトウェア名とバージョン情

報を記入する。  

全角文字 

半角英数字  

127  

□  ■  

オリジナルファイル内

容  

オリジナルファイルの内容、もし

くはオリジナルファイルに示され

ていることを記入する。  

全角文字 

半角英数字  

127  

□  ■  

その

他  

受注者説明文  入力不要  全角文字 

半角英数字  

127  
□  △  

発注者説明文  入力不要  全角文字 

半角英数字  

127  
□  △  

予備  入力不要  全角文字 

半角英数字  

127  
□  △  

ソフトメーカ用ＴＡＧ  ソフトウェアメーカが管理の 

ために使用する（ 複数記入可）  

全角文字 

半角英数字  

127  
▲  △  
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②ファイル命名規則  

・ ファイル名は、8 文字以下の半角英数大文字にて記述することを原則とする。命

名規則は、0001～9999 の通し番号＋拡張子 XXX とし、ファイル名の番号が図

面番号と同じ番号になること。すべてのファイルは、ORG001（完工図）フォ

ルダに格納すること。  

・ オリジナルファイルの日本語名は、図面管理番号（表 2-4 参照）とし、起工番

号（7 桁）“_”通し番号(4 桁 0001～9999)［半角英数字］“_”名称［全角文

字］を、その他管理ファイル OTHRS．XML に記入すること。  

  

表 2-4 図面管理番号体系  

図面管理番号  
図面名称  備 考  

整理番号 図面番号  

(例)233 1628  0001  表紙    

0002  図面リスト    

0003  一般平面図    

0004  ○○○○    

0005  ○○○○    

・  ・    

② 完工図の作成要領  

・ 管路工事は、【資料－１】「土木工事 完工図作成要領（管路編）」、に従い、事前

に監督員と協議のうえ、完工図を作成すること。 
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2-5 電子納品の媒体情報管理  

（1） 土木工事（管路、処理場・抽水所）  

 

  

図 2-2 土木工事（管路、処理場・抽水所）媒体管理情報  

  

  【表面】 

 

図 2-3 土木工事（管路、処理場・抽水所）媒体管理表  

 

対策ソフト名：○○○○○ 
定義ファイル：0000.00.00 版 
検査日        ：0000.00.00 

ウィルス検査 

○○下水道事務所 
○○○○○築造工事 

クリアウォーターOSAKA 株式会社 

233 1628 
（1／○） 

① 整理番号 
② 媒体番号 

③ 発注者名 

④ 工事名称 

完工図 ⑤ 図書名称 

⑨ ウイルス 
   検査情報 

(西暦)○○○○年○○月 

○○○○株式会社 

⑦ 完成年月 

⑧ 受注者名 

担当係長 係 員 
⑥ 発注者 
    押印欄 

完 工 図 

(西暦)○○○○年○○

月 ○○○○株式会社 

○○下水処理場 

○○○○○築造工事 

クリアウォーターOSAKA 株式会社 

233 1628 
（1／○） 

① 整理番号 
② 媒体番号 

③ 発注者名 

④ 工事名称 

⑤ 図書名称 

⑦ 完成年月 
⑧ 受注者名 
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(西暦)    年   月   日   

   

電 子 媒 体 納 品 書 

  

 クリアウォーターOSAKA株式会社 様    

     

受 注 者     

          

 

 下記のとおり、電子媒体を納品いたします。   

 

記 

工事名称   ○○下水道事務所○○○築造工事  契約番号   ○○○ ○○○○   

電子媒体の種類   規格   単位   数量   作成年月   備 考   

CD-R   ISO9660   枚      西暦    年   月      

                  

                  

   

（発注者記載欄）   

       ・CD－R などの外観確認         □ 確認   

         （傷、シールラベル貼り等）   

       ・記載事項                                     □ 確認   

       ・ウィルスチェック実施結果      □ 確認    

    

上記の電子媒体を受領いたしました。 

 

 

(西暦)    年   月   日   

（所 属）   

                    （担当者）                       
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【資料－１】土木工事 完工図作成要領 （管路編）   
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完工図作成要領（管路編）  

  

（目 的）  

 本要領は、下水道事業における管路工事の完成に際して、完工図を作成するために必要な事項を

定めるものである。  

  

（作成要領）  

1 完工図  

1-1 標題の記載項目  

完工図の標題について、下記の記載項目に従い記述すること。  

 

（1） 施工年度  

和暦年度及び（ ）内に西暦年度を記載する。施工年度については竣工年度とする。  

（2） 工事名称  

工事設計書の名称を記載する。  

（3） 工事場所  

○○区○○町○○丁目を記載する。  

（4） 工 期       

着工年月日及び完成年月日を記載する。  

（5） 費 目  

工事設計書に基づく費目名を記載する。なお、管渠工事費については工事目的を（ ）内に

記載する。 ［例：89－管渠工事費（私道対策）］  

（6） 管路管理センター名  

（7） 組立マンホールの製造者団体名  

マンホール築造において、組立マンホールを使用して築造した場合は、標題の欄外に組立

マンホールの「製造者団体名」を記載する。なお、複数の「製造者団体」の製品を使用した

場合は、判別できるように記載する。  

   

1-2 図面表示  

（1） 施工位置図  
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北方向を上に、縮尺は１／５,０００以上とし、施工箇所付近の公共建物などの目標物を記

載して、施工箇所の位置が明確に把握できるように、はっきりと明示する。  

（2） 平面図  

① 縮尺は１／５００を原則とする。  

ただし、狭い道路や私道などについては、本管の布設位置や取付管の取り付け状況の

把握を容易にするため縮尺１／３００で作成する。なお、東西路線の場合は北を上に、

南北路線の場合は東が上になるように図示した方位記号を必ず記載する。  

② マンホール（会所）及び集水ますなどの記号は、（別紙－1）「完工図記号表」に基づく

ものとする。  

③ 記載する項目は次のとおりとする。  

工事場所名、隣接する主要家屋名、号線名、管径又は寸法、マンホール間距離、マン

ホール（記号）,マンホール番号、集水ます（記号）,桝の蓋種別（Ⅱ型、Ⅲ型、Ⅳ型の

み記載）,ますの位置（見出し距離）、取付管の延長、当該路線の舗装種別を記載する。

ただし、マンホール間距離及びますの見出し距離は m 単位で少数第２位止めとする。  

④ 本管をマンホールに接続せず、既設本管に接続した場合（私道対策などで本管を２０

０ミリで施工し、既設本管に接続した場合など）は、上流マンホールからの見出し距

離を測定して平面図に表示する。  

⑤ 集水ますの位置  

集水ますの位置は、上流側マンホールからの追加距離（見出し距離）を記載する。本

管に斜め接続する集水ますについても、（図 1-1）のとおりとする。なお、図中の破線及

び破線で示した延長表示については、竣工図面には記載しないこと。  

また、マンホールに直接接続されている集水ますの見出し距離は、０ｍとするが、（図 

1-1）のとおり人孔からの平面距離を記載すること。  

 

（図 1-1）見出し距離の表示方法  

（3） 縦断面図  

① 縮尺は縦１／５０、横１／５００を原則とする。  

4.00 

4.20 

2.00 

( 例 ) 

19.00 
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ただし、平面図を１／３００の縮尺で作成した場合は、縦１／５０、横１／３００と

する。  

② 記載する項目は次の項目とする。  

③ 管底高及び現在地盤高の値  

管底高、現在地盤高の値は、設計図書に表示してある基準点からの測定値を記載す

る。また、工事目的物（上流側の接続マンホールを含む。）に流入する既設管渠径・寸

法及び管底高についても記載する。  

④ 記載する数値の単位は、管径のみ mm 単位とし、他はすべて m 単位とする。  

なお、延長などは少数以下２位止めとし、地盤高、管底高及び MH は、少数以下３位

止めとする。  

⑤ 既設下水管は点線、計画下水管は一点鎖線、施工した下水道管は実線により明記す

る。  

⑥ 横断した各種地下埋設物は、下水道管との位置関係を把握するためにすべて明記す

る。  

⑦ 既設下水管の MH も記入すること。  

（4） 横断面図  

① 縮尺は１／１００を原則とし、狭い道路や特に埋設物が輻輳する場合は縮尺１／５０

で記載する。  

② 方位及び道路境界を明記し、将来拡幅予定の計画道路の場合にはその線形を記載す

る。  

③ 各種地下埋設物は試験掘りの調査結果に基づきすべて明記する。  

④ 薬液注入工などを施工した場合は、その範囲を記載する。   

（5） 構造図など  

構造図などの記載方法は設計図に準ずることとする。  

  

1-3 その他  

（1） 施工に際し、事前調査が必要となった施設については、その状況を調査し完工図及び

出来形見取り図（A３出力図）※に詳細を記載すること。調査結果により、位置・構造

に変動があれば、出来形見取り図（A３出力図）に朱書きで記載し、現地に存在しない

施設については×印で表示すること。  

※ 「出来形見取り図（A３出力図）」とは、大阪市の「施設管理（管路）システム」から出力した管路施設台 

帳図を示す。  

（2） 完工図の情報は、その縮小版においても判読できるよう配慮しなければならない。  
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（3） 工事に関係する既設マンホール（その工事の起点から終点にある接続マンホール又

は、取付管渠工事で接続する本管の上下流側マンホールをいう。）について、次に掲げ

る情報を記載すること。  

① マンホール種別  

② マンホール蓋の種別  

③ マンホールが特殊形状である場合は、その形状平面図を記載し、内壁寸法、マンホー

ル蓋芯及びブロック積部又は組立マンホール部芯と躯体部との偏心距離を表示するこ

と。ただし、これらの情報が工事施設延長に影響がない場合を除く。  

④ インバート設置の有無（目視で確認できる場合に記載する）  

⑤ マンホール架台ブロック設置の有無（設置が無い場合は記載を省く）  

⑥ その他、監督員が指示する工事数量に影響がある情報  

（5） 完工図作成に際しては、別紙－3～5｢工事完工図作成例｣を参考にすること。  

  

2 取付管の工事の場合  

（1） 「取付管工事用施工箇所一覧表」（別紙－2）に工事内容を記載し提出すること。  

（2） 取付管工事の場合は、監督員との協議により完工図の作成及び提出を省略することが

できる。ただし、別途 A３出力図を作成し提出すること。  

（3） A３出力図には、朱書きで実際の布設位置に記載し、管径、見出し距離、布設延長、蓋

の種別を記載する。  

（4） Ａ３出力図のみではデータ入力に支障をきたすと思われる場合は、監督員の指示に従

い詳細図を作成し提出する。  

（例 1） 取付管の工事で、本管又はマンホールと宅地側集水ますとの中間にマンホール又はます等を

設置した場合  

（例 2） 既設集水ますに横引きして接続する場合  

（5） Ａ３出力図に、「取付管工事完工図標題」（図 1－2）を作成し添付する。ただし、右上

のメッシュ位置図部には添付しない。また、Ａ３出力図を出力する時は、上流マンホ

ール側と下流マンホール側が同一図面に表示されるように出力する。  
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西  暦 ○○年度 

工事名称  

工事場所  

整理番号  

工  期  

施工年月日 年   月   日 施設番号  

費  目  受注者名  

属性名 

ます種別  インバート  

取付管種  管  径  

ます見出し  延 長  オフセット  

蓋 種 別 

【カラー蓋・親子蓋・従来型(大阪城)・ 

飛散防止軽減型・飛散防止型(荒目)・ 

飛散防止型(細目)・その他】 

下流側ＭＨ  

処理水種 【雨水・汚水】 

荷重構造 【T-14・T-25】 

システム 

上下流番号 上流側 

下流側 

 

大図郭番号 中図郭番号 マンホール番号 

  

  

クリアウォーターＯＳＡＫＡ㈱ 

○部下水道事務所 
係 長  係 員  

（図 1－2）取付管工事完工図標題  

  

3 マンホール蓋取替工事  

（1） 工事請負共通仕様書（下水道施設土木工事編）添付資料「20マンホール蓋取替工事標

準図」または設計図書の定めに基づいて、次に掲げる情報を記載した完工図を作成す

ること。  

① 施工年度、工事名称、工事場所、工期、施工年月日、受注者名、蓋種別、処理水種、

荷重構造、監督所管確認欄を記載した完工図標題（図 1-2）参照  

② 当該工事における施工位置図及び大阪市「施設管理（管路）システム」のマンホール

番号  

③ 施工工法及び施工断面図（出来形数値・寸法を含む）  

④ 施工断面図の記載する情報は次の内容を含む。  

・マンホール架台ブロック設置の場合、その種別及び寸法  

・調整リング設置の場合、その種別及び寸法  

（2） 施工箇所図【Ａ３出力図（縮尺約１／1,000）】には、蓋取替箇所を赤色で着色し、マ

ンホール蓋の種別を記載する。出力図とマンホール種別が相違している場合は、正し

いマンホール種別を記載する。  
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4 完工図などの提出部数  

完工図などの提出部数は次表（表 1-1）のとおりとする。  

なお、出来形見取り図及び施工箇所図に使用する「Ａ３出力図」は、最新のものを使用する。  

  

（表 1-1）完工図などの提出部数  

資料の種類  提出資料  部数  備       考  

取付管工事  

  

（集水ます・マンホールを

含む） 

請負工事 

施工承認  

  完工図 

  (Ａ3 出力図) 
1 部  

  

システムデータ更新用  

 

＜記載内容＞  

・施工年度  

・取付管（管径・延長・見出し距離・材質）  

・ます（種別・インバートの有無） 

マンホール蓋取替工事 請負工事 

  完工図 

 (Ａ3 出力図) 
1 部 

 

システムデータ更新用 

 

 

 

 

＜記載内容＞  

・施工年度  

・蓋種別 

・下流側ＭＨ 

・下水水種【雨水・汚水】 

・荷重構造【T-14・T-25】 

 

 

（施工箇所図は 1／1,000） 

施工箇所図 1 部 
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（別紙－1）「完工図記号表」  

 種別 記号 種別 記号 

平 

面 

図 

組立０号マンホール  組立１号マンホール  

組立２号マンホール  組立３号マンホール  

組立４号マンホール  組立５号マンホール  

小型組立マンホール  特殊マンホール  

扇形マンホール  越流会所  

第１種マンホール  第２種マンホール  

第２種特殊マンホール 
 

第３種マンホール  

第４種マンホール  第４種特殊マンホール  

取付管(200mm)  
 

取付管(150mm)  
 

特殊集水ます  集水ます  

集水ます 
(インバート付き)  簡易集水ます  

私設ます  集水ます(既設)  

雨水ます  
集水ます(既設) 
(インバート付き)  

 

※ 集水ますの蓋種別については、ます記号の側にⅡ、Ⅲ、Ⅳと 
注記すること。  
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（別紙－2）「取付管工事用施工箇所一覧表」  

取付管工事用施工箇所一覧表 

西暦  年度（令和○○年） 

工事名称 

 

 
上流側マンホール 下流側マンホール 

見出し 

距離 

取付管 集水ます 

図面

番号 

大図郭 

番号 

中図郭

番号 

マンホール 

番号 

大図郭 

番号 

中図郭

番号 

マンホール 

番号 
管径 延長 材質 種別 

蓋 

種別 

イン 

バート 
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